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三井住友海上

「重要なビジネスパートナー」
である代理店と協力して
お互いの繁栄を目指します。

会社を支える社員が、
働きやすく、やりがいを
感じられる職場を実現
します。

未来に向けて、地球環境の
保全と改善に取り組みます。

お客さま
への責任

環境
への責任

株主
への責任

地域社会・
国際社会
への責任

代理店
への責任

社員
への責任

取引先
（委託先、購入先等）
への責任

企業価値の向上と適正な
利益還元を通じて、株主
の期待に応えます。

地域社会・国際社会との良好な
関係を築き、その一員として
相互発展を目指します。

「お客さまの安心と満足」を活動の原点に
おき、最高品質のリスクソリューション

サービスを提供します。

取引先（委託先、購入先等）
との健全な関係を保ち、
ともに社会的責任を

果たします。
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わたしたちは、保険・金融サービス事業の公共性を原点として、

●社会の不安とリスクに対して、最善の解決策を提供することを使命とし、
●公平、公正で倫理的に正しい行動を最優先し、
●�常に十分なコミュニケーションを心掛けて、広く情報の開示を行い、

社会の誰からも信頼され、すべての社員が誇りに思える会社を目指します。

わたしたちは、企業の社会的責任として、次の７つの責任を果たします。

当社はMS&ADインシュアランス グループの一員として、「経営理念（ミッション）」「経営ビジョン」「行動指針
（バリュー）」を目指す姿として共有しています（P.15に記載）。
また、「行動指針（バリュー）」の具体的な活動を表す「コーポレートメッセージ」「三井住友海上 行動憲章」を定め、すべ
ての事業活動の柱としています。

わたしたちは　一人ひとり一つひとつを　大切にします。
ありがとうが　あふれるように。

行動憲章の精神に基づき、一人ひとりのお客さまとの接点を大切にし、一つひとつの仕事を心を込めて丁寧に行っていくと
いう、すべての社員の思いをこのメッセージに込めました。

三井住友海上の目指す姿

コーポレートメッセージ

三井住友海上 行動憲章
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当社は、「未来にわたって、世界のリスク・課題の解決でリーダーシップを発揮するイノベーション企業」を目指して、
サステナビリティ・トランスフォーメーション（SX）を推進していきます。

基本方針 重点施策

1.	国内損保事業の構造変革

● 提供価値の変革と成長実現
● アンダーライティングの変革による適切な引受と収益力強化
● 持続可能かつ生産性の高い事業体制の構築
● DX推進によるお客さま体験価値の向上
● 社会課題の解決に資する新商品・サービスの開発と新たなマーケットの創出

2.	海外事業の収益拡大

● ロイズ・再保険事業の収益力向上
● アジア事業の成長と米国事業の拡大（新規事業投資）
● 事業ポートフォリオの最適化（スクラップ＆ビルド）
● 自然災害リスクのボラティリティ低減
● 社会課題の解決に資する新商品・サービスの開発と新たなマーケットの創出

3.	資産運用利益の拡大
● 収益期待資産の運用利回りの向上
● グローバルな資産運用態勢の強化

4.	新たなビジネスの創造
● 新規事業の展開（補償前後のソリューション・RisTech等）
● 企業、自治体、研究機関、事業提携先等とのアライアンス強化

5.	グループシナジーの発揮
● グループ会社とのシナジーの発揮
● グローバルベースでのシナジーの発揮

経営基盤

品質の強化（お客さま本位） 人財の強化（人事改革） コーポレートガバナンスの強化

コンプライアンス体制の強化 ERM（統合的リスクマネジメント）の強化

三井住友海上 中期経営計画（2022-2025）

当社のサステナビリティ

〈取り組むべき主な「当社課題」〉
● 持続的な保険引受利益の拡大
● 最適なリスク分散・資本効率と収益源の多様化
● 環境変化に対応できる経営基盤の構築
● グループシナジーのさらなる発揮

社会のサステナビリティ

〈取り組むべき主な「社会課題」〉
● 地球環境との共生（Planetary Health）
● 革新的テクノロジー（Innovative Technology）
● 強靭性・回復力（Resilience)
● 包摂的社会（Social Inclusion）

未来にわたって、世界のリスク・課題の解決でリーダーシップを発揮する
イノベーション企業

2025年度に
目指す姿

リスクソリューションのプラットフォーマーとして、SDGsを道 標（みちしるべ）に、
CSV×DXを推進し、「当社のサステナビリティ」と「社会のサステナビリティ」を同時実現
する（サステナビリティ・トランスフォーメーション：SX）。

成長
ビジョン

ビジネス
スタイルの

大変革

グループMVV
の浸透と
行動変革

カルチャー
変革

提供価値の
変革

アンダー
ライティング

の変革

リスクの予見・
予兆検知の強化と評価・

対応の変革
+ 政策株式売却益

の戦略的活用
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業務改善計画の確実な遂行とビジネスモデルの再構築に向けて、「経営理念」「経営ビジョン」「行動指針」（以下「グルー
プMVV」）に立ち返るとともに、中期経営計画（2022-2025）の目指す姿「未来にわたって、世界のリスク・課題の解決
でリーダーシップを発揮するイノベーション企業」の実現に向けた取組みを進めています。
グループMVVと中期経営計画（2022-2025）の目指す姿に加えて、業務改善命令を受けて認識した課題の真因を解消
し、真に健全で、国際競争力を有する会社に生まれ変わるために、主に次の2点を確実に実行・実現していきます。

1. �「お客さま本位」と「法令遵守」をすべての事業活動の根幹に据え、健全な競争環境において、「保険本来の提供価値・
リスクソリューション力」の高度化・充実化により、世界標準の評価軸の中で、お客さまから選ばれ続け、持続的成長
と企業価値向上、および役職員のエンゲージメント向上を実現するビジネスモデルを構築すること

2. �当社・損保業界を取り巻く事業環境変化を機敏に捉え、ビジネスモデルや経営戦略、およびガバナンスやコンプライ
アンス・リスク管理等のあり方について、絶えず見直し、改善していくPDCAを適切に回していく態勢を構築すること

上記を確実に実行・実現するために、全経営陣が、環境整備に全力を尽くすとともに、これらの礎となる「ビジネススタイルの
大変革」を不退転の覚悟で断行していきます。

【中期経営計画（2022-2025）第2ステージで掲げる「ビジネススタイルの大変革」の概要】

ビジネス
スタイルの

大変革

グループMVV
の浸透と
行動変革

カルチャー
変革

提供価値の
変革

アンダー
ライティング

の変革

リスクの予見・
予兆検知の強化と評価・

対応の変革
+ 政策株式売却益

の戦略的活用

これらの“変革”を推進し、目指す姿を実現するための「人事改革」の実行

当社は、独占禁止法に抵触すると考えられる行為、および同法の趣旨に照らして不適切な行為、ならびにその背景にある態勢上
の問題が認められたことを理由に、金融庁より、保険業法第132条第１項の規定に基づく業務改善命令を受けました。お客さま
をはじめとして、多くの関係者の皆さまに多大なご迷惑をおかけしておりますことを、改めて深くお詫び申し上げます。

金融庁からの指摘（問題の真因）
１．�企業保険分野においては、次の要因があり、独占禁止法等抵触等リスクが発現しやすい環境であったことに加え、

こうした環境を踏まえた対応を経営陣が十分に検討しなかったこと。
　 ◦損害保険会社の数が限られているため、他の損害保険会社との接触機会が多く、連絡を取るのが容易
　 ◦政策株式保有割合や本業への支援など、保険契約の条件以外の要素が少なからず影響する顧客企業との関係
　 ◦顧客企業グループに属する企業代理店の不明確な位置付け
　 ◦基本的に幹事社の保険料を基準として組成される共同保険のビジネス慣行

２．�営業部門が、更改契約のシェアや幹事社の維持を求められたことで、リスクに応じた適正な保険料を提示するこ
とが困難になる中、ボトムラインの改善（保険料の値上げや補償内容の縮小等）も求められたため、不適切行為等
を行う必要性が高まったこと。

３．�営業担当者をはじめとする社内関係者および代理店に対し、独占禁止法等に関する十分な教育・監督を行って
こなかったリスク認識の甘さ。

４．�違法または不適切と認識しながらも、自社の都合を優先し不適切行為等におよんだ営業部門、それらを認識でき
なかったコンプライアンス部門およびリスク管理部門、内部監査部門の下で醸成された、コンプライアンス・顧客
保護を軽視する企業文化。

業務改善命令および業務改善計画について
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適正な競争環境の構築に向けて
企業保険分野においては、独占禁止法等抵触等リスクが発現しやすい環境であったことに加え、こうした環境を踏まえ
た対応を十分に検討しなかったことが問題であったと認識しています。その結果、営業第一線においては、「お客さま本
位の業務運営」が正しく浸透されることなく、独占禁止法の明確な遵守規程・ルール等も定められていませんでした。
適正な競争環境の構築に向けて、「お客さま本位の業務運営」と「保険会社本来の役割」を実現していくために、社員およ
び代理店に対してお客さま本位の業務運営に基づく営業活動の徹底と活動レベルの高度化を図ります。また、当社と法
人のお客さまの両面において、適正な競争環境に求められる周辺環境の整備に取り組みます。

再発防止策

お客さま本位の業務運営 「お客さま本位の業務運営」に関する方針の見直しと定着に向けた取組みに加え、毎年7
月に定めている「企業品質の月」において、「お客さま本位の業務運営」の重要性と方針
の見直しの意図、取組みの意義を、経営トップから全社員に向けて発信し、全社員
への周知・再徹底を図ります。

法人のお客さまの
態勢整備支援

法人のお客さまへのリスクマネジメント体制の構築・整備を支援する取組みを強化し
ます。また、入札対応の支援策として入札仕様書の雛型を作成し、お客さまに活用を推
奨するとともに、業界標準化に向けて働きかけを行います。

競争要素の是正 保険会社本来の役割である良質な商品・サービスの提供が評価される競争環境への
変革を進めるために、以下の方策を実施します。
① 政策株式のさらなる削減
保険取引を目的とした政策株式は保有しない方針を策定しました。現在保有する上場
の政策株式は、次期中期経営計画の期間内（2030年3月末まで）に保有をゼロにしま
す。
② 本業支援の見直し
企業保険分野における適正な競争環境を歪めかねない要素の1つとなっている本業支
援の運営を見直し、業務を遂行する上で必要な物品・サービスを適正な量・質・効果で
購買するために、本業支援実施基準を策定しました。また、過度な便宜供与や特別な利
益提供に該当する本業支援が行われていないことをモニタリングで確認します。
③ 出向基準の見直し
復職前提出向の目的を「多様性の確保・社員の人財育成」「代理店の内部管理体制強
化」「地方創生（地域経済の活性化）やイノベーション分野」「出向先のリスクマネジ
メント態勢整備・高度化」「出向先のノウハウ・知見獲得・ビジネスモデル理解深化」

「事業提携先との共創プロジェクト」「その他当社自身の提供価値の高度化・業務運営
の改善に資する意義もあるもの」に限定し、「収入保険料の拡大」や「法人のお客さ
ま・代理店との関係強化」を目的とする出向および出向先の単なる要員補充を目的
とした出向は実施しません。

共同保険運営の適正化 ① 共同保険のあり方についての検討
2023年10月に整備した独占禁止法に関する規程やルール、および日本損害保険協会
が作成したガイドライン等を踏まえた各種施策を着実に実施します。また、併せて、
共同保険の新たな組成方法や、お客さまにとって最適な契約形態に関する考え方につ
いての検討を進めます。
② 企業代理店のあり方についての検討
企業代理店が目指す姿と期待される役割を定義しその周知・浸透を図るとともに、
企業代理店が保険の契約プロセスに関与できる範囲の明確化や、企業代理店を監督
する枠組みを構築していきます。

独占禁止法に関する
規程・ルール整備と
社員・代理店教育

① 独占禁止法を踏まえた保険契約引受マニュアルの策定
他社との情報交換ルール等を明確化し、社内での周知徹底を図っています。
② 他社情報入手元を明示する運営の開始
契約引受時に保険契約者以外から情報を入手した場合は、情報の入手元を記載する

「独禁法遵守状況確認シート」を作成し記録に残す運営を行っています。
③ 独占禁止法に関する社員相談窓口の新設
全社員が独占禁止法を含めた法律問題を積極的に相談できるよう、独占禁止法を専門
とする弁護士との相談窓口を新設しました。
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適正な営業推進態勢の確立に向けて
過去からの営業予算の運営方法を十分に検証してこなかった結果、営業部門における目標達成の難易度が相対的に高まって
いる状況の中、一部の営業部支店では、組織評価において、トップラインの達成に重きを置く運営が行われていました。
また、営業担当者ごとに経験・スキルに濃淡があることを前提とした社内のサポート体制が不十分でした。
適正な営業推進態勢の確立に向けて、マーケット慣行を変えながら、適正な競争環境の中で、持続的成長を実現できる、
新しい営業推進のあり方や態勢を検討していきます。

再発防止策

評価基準の見直し ① 営業部門の評価基準の見直し
お客さま本位の取組みを通じて収益性を確保することの重要性を高める評価基準へ
の見直しを実施し、お客さまと社会に貢献する営業マインドを醸成していきます。
② 個人評価の適正運営の徹底
営業担当者の成果目標の設定は、所属する営業組織の組織評価項目と連動する形で
設定することを明文化し、お客さま本位の取組みが適正に評価される運営になるよう
徹底します。

企業営業部門の態勢強化 ① 支援組織の新設
企業営業担当者の経験・スキル不足を原因とした不適切行為等の発生を未然防止す
るために、企業マーケット戦略部に「企業営業プロセス変革チーム」を新設しました。
② 営業担当者の職場環境整備
企業営業各部で担当する業種の見直しや、組織の大型化によるコミュニケーショ
ン活性化を目的に、企業営業部門の組織改編・大型化を実施し、適正に業務を行える環
境を実現します。組織の大型化に伴い、ライン部長権限で設置できるユニットを積
極的に推進し、ユニット長を含む営業担当者間の連携を強化することで、相談しやす
い環境を構築しています。

適正な保険引受管理態勢の確立に向けて
営業部門では収支改善取組よりもトップライン維持・脱落防止を重視する傾向が強まり、一部の保険契約においては採算
性を伴わない引受けも行われていました。また、商品部門においては、契約単位・顧客企業単位でのリスクベースの収支管
理まで徹底できているとは言えない状況でした。
適正な保険引受管理態勢の確立に向けて、全社レベルで保険引受業務・リスクリテラシーの底上げを図っていきます。

再発防止策

採算管理の抜本的強化 ① 保険引受業務の高度化
従来から実施しているリスクベースの採算管理をより高度化し、収益性を重視し
た保険引受を行います。また、データに基づきリスク実態に合った保険条件・保険
料が算出されるAI技術の実用に向け、社外企業と検討・検証を行います。
② リスクに応じた料率運営
従来から実施しているリスクベースの料率運営をより高度化し、保険契約の将来支
出（保険金等）の期待値およびリスクマージン（再保険コストおよび資本コスト）を
把握し、リスクマージンを料率に織り込む運営を実施し、期待値ベースで収益が確保
できるリスクベースの保険料率の適用を徹底していきます。
③ 営業部門の評価指標の見直し
組織評価制度における「中長期の会社収益への貢献」指標に、引受時点の採算性を認識・評
価する新たな指標を導入しました。
④ 営業部門が法人のお客さまへ提示する保険料等の妥当性検証
内部監査部による、営業拠点監査（実地検査）とオンサイト・モニタリング（サンプリ
ング検証）の2つの手法で企業保険分野商品の引受プロセスの妥当性を検証してい
ます。
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適切な法令等遵守態勢の確立に向けて
経営陣はコンプライアンス・リスクの管理を自ら率先して対応すべきものとの視点が弱く、発生した問題の根本原因・真因
まで遡り、同床の問題が形を変えて再発することを防ぐといった発想にまで至っていませんでした。
第一線においては、主体的かつ自律的にリスクを管理する意識が弱く、第二線においては、第一線の活動に潜在するリスクへの
理解が不足し、リスク管理に関する専門的知見も不十分であり、経営陣主導で第二線に十分な責任を付与し独立性を担保する
ことや、十分な人財を質・量の両面で確保する等の対応も十分ではありませんでした。また、第三線においては、その役割が限定的
に捉えられ、リスクアセスメントが不十分となり、事務不備の検証や規程等への準拠性等の検証に偏る傾向がありました。
適切な法令等遵守態勢の確立に向けて、経営陣がビジネスモデル・経営戦略に存在するリスクに十分な想像力を巡らす
ことや、ビジネスモデル・経営戦略の検討にあたりリスクを幅広くかつ定量的に把握して前広に考慮することができる
ようなリスク管理の枠組みの整備、タイムリーに経営陣と情報共有する仕組みを構築することで、予見と予兆検知機能の
抜本的な強化を図ります。

再発防止策

コンプライアンス・
リスク管理態勢の強化

法務リスクおよびコンダクトリスクに関する検知力を強化するため、リスク管理
部に「予兆検知チーム」、企業品質部に「カスタマー・フォーカスチーム」、内部監査部
に「改善提言チーム」を新設し、「予兆検知チーム」内に「法務・コンダクトリスクユ
ニット」を設置しました。また、社会の環境変化や価値観の多様化が、当社の既存・新
規事業戦略にどのような影響を与えるかを測定・予測し、事業戦略の見直しを含め
た法務・コンダクトリスクに関する幅広く深度ある論議を行う場として、「予兆検知
対策会議」を新設しました。

内部通報しやすい
環境の醸成

現在、人事部とコンプライアンス部が秘密保持や通報者等保護を徹底した上で慎重
な調査を行い、通報事実が確認された場合は、適切な是正・指導（人事処分を含む）を
実施しています。また、職場の改善につなげていることを社内に周知し、一部の社員
が抱える内部通報をした際の「秘密保持」「通報者の保護」に対する不安を払拭し、安
心して通報できる環境を構築するための取組みを強化しています。

第一線への注意喚起 営業担当者から、同業他社のドメインが付与されたメールアドレス宛に送信された
メールを自動で検知し、リアルタイムでライン課長へフィードバックする仕組みを
構築しました。

第二線の機能強化 ① コンプライアンス部の体制強化
経営陣の主導により、コンプライアンス部の体制強化を図るべく、コンプライアンス
部に所属する社員が、保険業法を含むすべての関係法令に対して高い知見を有し、
リスク感度を高くして漏れなく適切な判断ができる態勢を構築しています。また、
保険業法以外の法務リスクに関して、社外専門家への相談要否を適切に判断し、積
極的に社外専門家へ相談する態勢を構築しています。
② 第二線の人財多様性の確保
第二線の各部署に必要とされるスキルを定義・明確化し、体系的に習得できる学
習プログラムを用意して人財を育成するとともに、必要スキルのマッチングを通
じて社外人財を採用します。

第三線の機能強化 内部監査部において、社内外の情報を一体的・網羅的に把握・分析し、検知したリスク
予兆（仮説）に基づいて機動的な実態検証を行い、迅速に経営陣へ提言する態勢を
構築しています。また、保険料調整問題に関しては、再発防止策の定着状況をオフ
サイト・モニタリングで検証し、必要に応じて監査等を実施していきます。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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健全な企業風土の醸成に向けて
当社の経営トップはこれまでも、グループMVVに対する想いや考えを社員に伝えてきましたが、全社員へのバリューの
浸透が十分ではなかったと考えます。また、健全な企業風土を醸成するためには、上司や同僚に相談しやすい環境を整える
必要がありますが、一部の組織において、管下社員の心理的安全性に配慮しないマネジメントが行われていました。
健全な企業風土の醸成に向けて、グループMVVと「お客さま本位の業務運営」について、全社員への再浸透を図り、心理的
安全性が確保された中で「言える企業文化」と「改革にチャレンジする風土」を醸成していきます。

再発防止策

経営陣が主導する取組み ① トップメッセージの発信強化
これまで以上に、経営トップメッセージを定期的に社員へ発信し、経営陣が先頭に
立って改革を確実に実行するという、経営トップの想いと覚悟を自らの言葉で社員
に伝えていきます。
② グループMVV・行動規範の見直しと浸透
社会環境の変化への対応、社員間の共通認識醸成を目的に実施した全社員アンケー
ト結果を踏まえてグループMVV・行動規範を見直し、バリュー浸透プロジェクトに
て浸透ツールを作成の上、経営陣主導で全社員への浸透を図っています。
③ 人事改革の実施
2025年以降展開する「人事改革」において、従来の年功的な運営からスキルを重視
した人事制度・運営へ移行することにより、「言える企業文化」と「改革にチャレンジ
する風土」への変革を進めます。また、経営陣のサクセッションプランに、第二線・第
三線の経験を織り込んでいきます。

その他の取組み 全社が利用する社内ポータルサイトを刷新し、経営メッセージの一層の浸透を推進
するとともに、業務全般に関する多様な意見や気づきを投稿できる社内Webサイ
ト「ブラッシュアップBOX」を設け、社内各部門間の双方向コミュニケーションの
活性化を図っています。
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経営管理（ガバナンス）態勢の抜本的な強化に向けて
経営管理（ガバナンス）を有効に機能させるためには、経営陣の力に加えて、内部監査部門がリスクベースかつフォワード
ルッキングな観点から、当社業務の有効性・適切性について評価するとともに、環境変化に応じて、内部監査を高度化して
いく必要があると認識しています。しかし、当社の内部監査は、内部監査部が経営陣に対し経営戦略に資する助言を十分に
提供できる状態までには至っていませんでした。
経営管理（ガバナンス）態勢の抜本的な強化に向けて、外部機関の評価や助言も踏まえて、取締役会や監査役会の機能をより
強化していきます。また、内部監査の高度化として、従来の「準拠性監査」または「リスクベース監査」から「経営戦略に資する
助言を提供する」といった高度な監査を実現します。 

再発防止策

経営陣による
ガバナンスの強化

① 取締役会の一層の機能発揮
取締役会の実効性を高めていくため、取締役会メンバーによる自己評価に加え
て、社外機関による客観的な評価や国内外の先進事例等を活用し、取締役会の一
層の機能発揮に取り組んでいます。
② 第二線・第三線担当役員の機能強化
担当役員による第一線部門との交流や、第二線・第三線の業務分掌の見直しによっ
て、担当役員の機能強化を図っています。
③ リスク評価に基づき意思決定・権限行使を行う枠組みの新設
経営戦略等に基づいた業務執行に伴うリスクに対して、担当役員をはじめ権限行使
者自身が所管領域におけるリスク管理の責任主体として、リスクを特定・評価した
上で、適切な判断と必要な対応を実施しなければならないことを明確化しました。

監査役監査の強化 監査役監査の内容が、第二線・第三線の活動に十分に活かされる態勢を整備するた
め、監査役監査における重点監査項目の設定や、第二線・第三線から監査役への定例
報告の機会を増やします。

第三線の機能強化 ① 内部監査高度化に向けた人財の確保
内部監査の高度化に向けて、経営に資する監査（経営監査）を実施できる人財を育
成・確保するため、経営監査を行うために必要な経験・能力を有した人財の配置、
他部門との人事ローテーションの強化を図ります。
② リスク対応力の向上
予兆を検知したリスクや重要なリスクの変化への機動的な対応、ベストプラク
ティスを意識した取組みの促進・支援を通じて、提言機能の強化を図り、経営目標
の効果的な達成、および当社グループの持続的成長と企業価値向上に資する「経
営視点での監査」を実施します。
③ カルチャー検証の強化
当社のカルチャーについて、内部監査等を通じて第三線の視点で適切に検証
を行い、経営陣に対して現状・課題や提言を適時・適切に実施できる態勢を構築しま
す。

業務改善計画の推進
業務改善計画書の内容は、2024年4月からの中期経営計画（2022-2025）第2ステージに織り込み、経営陣主導の下で着実に
実行していきます。また、再発防止策の取組状況の確認と効果測定も併せて実施していきます。
業務改善計画を着実に実行し、定着を図るための態勢として、経営企画部・業務企画チームを母体とする「業務企画部」を新設
しました。また、同部内に、目指す姿の実現に向けた方針・施策等を企画し、部門横断取組の実行と進捗管理を担う「構造変革
推進チーム」を新設しました。
また、変革に伴う課題の解決に向けた役員レベルの議論の場として、「構造変革推進会議」を年間6回以上開催します。同会議
での主な論議内容は、経営会議・取締役会に報告して論議・確認することでPDCAサイクルを回し、再発防止策の実効性を確
保します。
内部監査部は、第一線および第二線から独立した立場で、業務改善計画の全体の進捗を確認し、社外有識者等の助言も踏ま
え、経営陣に業務改善計画の進捗の評価を報告します。業務改善計画の進捗に課題が見受けられる領域がある場合には、関係
部門および経営陣に提言・助言を行います。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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当社は「多様な社員全員が成長し、活躍する会社」の実現をめざし、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン推進の
前提となるスマートワーク（働き方改革）の取組みを継続し、社員一人ひとりが、健康で、働きがい・やりがいを持って、能力を
最大限発揮できる環境を整備しています。

スマートワーク（働き方改革）
一人ひとりが明るく元気に、働きがい・やりがいを持って
働き、自律的にキャリアを形成していくためには、社員一人
ひとりの「時間的・精神的余裕」が必要と考え、スマートワー
クに取り組んでいます。

厚生労働省「働き方改革取組事例」への掲載
当社のスマートワーク取組が厚生労働省の働き方・休み方
改善ポータルサイトに掲載されました。「残業の削減」「リ
モートワークの環境整備」「ドレスコードの廃止」等の取組
みが紹介されています。

まじスマプロジェクト
全国の各職場の社員と人事部が共同でスマートワークの企
画・実践・検証を行う「まじめに本気でスマートワーク（まじ
スマ）プロジェクト」を2022年度よりスタートしました。
これまで1～3期のプロジェクトを実行し、スマートワーク
推進に向けて、全社一体となって取り組んでいます。取組
事例は以下のとおりです。
定時退社チャレンジ（ゴジチャレ）
部支店長のリードにより、
部支店メンバー全員で総
労働時間の削減および創出
した時間での自己実現をめ
ざして取り組みました。
すぐ使える！仕事術

「会議」「社内コミュニケー
ション」「文書の添削」を
テーマに、各職場で工夫で
きる仕事術の研究を行いま
した。

プロジェクトチャレンジ
イノベーション創出を目的に、組織や地域を越えた知の融
合を活性化するため、
2 0 2 1 年 度 か ら プ ロ
ジェクトチャレンジ、
いわゆる社内副業制度
を開始しました。

早く始めて早く終わるスマート懇親会
ワークライフバランスを重
視しながら社内交流を活性
化するため、早く始めて早
く終わる懇親会（スマート
懇親会）のガイドラインを
作成しました。

プロジェクトチャレンジ

女性ライン部長等の登用につなげる取組み
2021年7月に女性副支店長・副部長ポストを新設して以降、
延べ53名の女性社員が副部支店長のポストにつき、その
うち13名がライン部長に登用されています。また、「視座」
を高め、物事の本質を捉えられる人財となることを目的と
した研修「FB Advanced Program（通称：FAP）」を設け、
さらなる支援策で取組みを強化しています。

2019 2020 2021 20242023 2030 （年度）2022

(%)

16.5
18.9

21.4

23.7
（4月時点） 30.0

（目標）

15.1
12.7

女性管理職比率

0

10

20

30

中期経営計画2022-2025
第2ステージ
目標ライン23％

カルチャー変革に向けた取組み
社内の組織活性化や将来の経営を担うリーダー育成の
ため、異業種経験のある方のキャリア採用を進めています。
また、管理職に占める社外カルチャー経験者の割合は
約28％（2024年4月時点）であり、今後も高めていきます。

障がい者の活躍推進
障がいの種別に関係なく、健常者と同じ立場で勤務してい
ます。障がいのある社員とともに働く職場を支援する「チー
ムWITH」のメンバーを中心に、入社後のフォローや研修、
個別相談等を行っています。2024年4月現在、全国で
約320名の障がいのある社員が活躍しています。

外国人社員の活躍推進
外国人留学生の採用
多様な価値観や高い能力を有する外国人留学生を積極的に
採用しています。
セコンディ制度
海外拠点からの出向者（セコン
ディ）を受け入れ、本社と拠点
間の相互理解、グループの一
体感の醸成や人財育成につな
げています。

LGBTQ等の性的マイノリティへの取組み
人権啓発研修等を通じて、全社員がLGBTQ等の性的マイ
ノリティへの正しい理解を深める取組みを行っています。
また、社員の配偶者に適用している福利厚生制度の一部を
同性パートナーへ適用したり、本店の駿河台ビルと駿河台新
館にある一部の多目的トイレをジェンダーフリー表示とす
るなど、誰もが働きやすい環境整備を進めています。

人財戦略 〜ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進〜 

多様な人財の活躍
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各種就業環境の整備
就業継続のための両立支援の拡充
育児と仕事の両立支援
産育休を取得する社員の継続的なキャリア構築を支援する
プログラムの整備や、育児中の社員を対象とした「いくじの
いずみ」セミナーを開催しています。
また、社員の多様なワークライフデザインを尊重し、男性社員
を対象にした「育児休業の1か月以上取得」を推進しています。
育児がキャリアのハンディキャップにならない職場づくりを
サポートするため、マ
ネジメント層向けに
サポートブックを作
成し、職場全体で出
産・育児を受け入れ
支える企業風土を醸
成しています。
育休職場応援手当（祝い金）
産育休取得者だけでなく、産育休中の職場を支える職場メン
バーにも一定の支援を会社として行うことで、職場全体で出産・
育児を快く受け入れて支える企業風土を醸成しています。
MSクラウドソーシング
育児休業中の社員が、業務スキルの維持等を目的として、育児
の合間を有効活用し、自宅で臨時就業できる制度です。復帰後
の仕事と育児の両立をイメージしやすくなり、スムーズな復
職やキャリアロスの最小化につながっています。
介護・治療等と仕事の両立支援
親の介護や自身の傷病の治療、不妊治療などに際して、一定
期間の短時間勤務制度や在宅勤務制度を活用することがで
きます。また、ライフステージに応じた心身の変化について
の当事者向けセミナーに加え、職場の理解を深める観点で

「管理職・同僚向けセミナー」を開催しています。

各種受賞・認定
多様な人財の活躍に向けた取組みや、働き方改革に関する
取組みは、外部機関からさまざまな評価を受けています。

男性育休取得者インタビュー
（マネジメント層向けサポートブック）

健康経営の取組み
社員一人ひとりが、自身の健康や生活習慣に留意し、明るく
楽しく継続して健康づくりができるよう「健康増進取組」と

「健康リテラシーの向上」の両面からサポートしています。
また、グループ会社全体や、地域の関係企業、お客さま、社員
の家族などへも健康経営の考え方の普及を図っています。

シン・コミュニ
ケーション部
商品・サービス
企画部
ビジネスデザイン部
団体マーケット
戦略部 他

経営トップ 健康経営宣言

中期経営計画（健康経営）

社外への
健康経営の普及

連携

健康経営関連
商品の展開

健康増進・
リテラシーの
向上

多様な人財の
育成と健康経営の

推進
人事部 健康管理センター
衛生委員会の活用
健康保険組合との連携
労働組合との連携

取締役会
経営会議

サステナビリティ委員会担当役員

健康経営宣言
三井住友海上では、社員の安全と健康を確保し、社員が心身
ともに健康でいきいきと働くことが、当社の持続的成長と
企業価値向上を支える経営基盤であると考えています。
社員が働きがい・やりがいを持っていきいきと働けるよう、
社員と家族の心身の健康の保持・増進と、安全に配慮した働
きやすい職場環境づくりに取り組みます。
そして、多様な社員全員が成長し活躍することによって、
社会との共通価値を創造していきます。

健康増進取組と健康リテラシーの向上
健康や生活習慣の改善を意識した行動（=セルフケア）に
取り組むため、社内キャンペーンを展開するなど、各種サポート
を行っています。また、健康増進に必要な生活習慣やメンタル
ヘルス等の知識、スキルの習得に向けた環境整備も行って
います。

健康増進の取組状況
社員の健康状態を確認する「健康診断（がん検診項目を含
む）」において、受診率100％を毎年継続しています。また、
社員のストレス状況や業務のモチベーションを測る「スト
レスチェック」では、例年90％以上の社員が受検していま
す。これらの結果を基に重症化予防支援や健康ポイントプ
ログラム（MS健康マイレージ）を展開し、生活習慣の改善
等、心身の健康の保持・増進に取り組んでいます。特に運動
習慣の定着に注力し、ウォーキングキャンペーン等を実施
しました。こうした取組みの結果、取組初年度(2019年度）
との比較で運動習慣比率は6.3ポイント、喫煙率は1.6ポイ
ント改善しました。なお、健康経営、健康保持増進取組の社
外評価として「健康経営優良法人(ホワイト500)」に認定さ
れるとともに「健康優良企業(金の認定）」を取得していま
す。

感染症への対応
新型コロナウイルスの5類感染症移行後も政府が示す考え方
に基づき運営し、引き続き社内の感染拡大防止に取り組んで
います。また、一般的な感染症についての社員への情報
提供のほか、インフルエンザワクチンの接種推進や風しん
ウイルス抗体検査費用補助制度を設けています。

経済産業省
「ダイバーシティ
経営企業100選」

経済産業省・
日本健康会議

「健康経営優良法人
2024 
ホワイト500」

キャリアオーナーシップ経営
AWARD 2023
最優秀賞

（キャリアの変革部門）

厚生労働省
女性活躍推進法に
基づく認定制度

「えるぼし」2段階目

work with Pride
「PRIDE指標2023」
ゴールド

株式会社
JobRainbow

「D＆Iアワード2022」
ベストワークプレイス賞

総務省
「テレワーク先駆者
百選」総務大臣賞

厚生労働省
「働きやすく生産性の
高い企業・ 
職場表彰」最優秀賞

内閣府
「女性が輝く
先進企業表彰」

厚生労働省
「プラチナくるみん」
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【正味損害率の種目別推移】

1兆6,233億円

65.6%

正味収入保険料とは
お客さまから直接受け取った保険料（元受保険料）から積立保険料相当分を控除し、再保険料を加減（出再保険料を控除し、受再保険料
を加える。）したもので、会社が引き受けた危険に対応する保険料のことです。

種　　目 2021年度 2022年度 2023年度
火 災 63.3% 77.3% 72.1%
海 上 53.4 48.3 56.2
傷 害 50.4 59.4 55.6
自 動 車 56.9 63.5 67.2
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 81.9 78.3 89.4
そ の 他 54.7 54.8 54.2
合 計 59.0 64.3 65.6

正味損害率とは
正味収入保険料に対する、正味支払保険金と損害調査費の合計額の
割合を指します。

【正味損害率の推移】

2021年度 2022年度 2023年度

70

60

(%)

65.6%

59.0%

64.3%

2022年度

16,000

15,000

17,000
（億円）

2021年度 2023年度

1兆5,793億円

1兆6,233億円1兆6,298億円

【正味収入保険料の推移】 【2023年度 正味収入保険料の種目別構成】

自動車
損害賠償責任
1,302億円
8.0%

火災
2,505億円 15.5%

傷害
1,586億円

9.8%

自動車
6,983億円
43.0%

その他
3,119億円 19.2%

海上
734億円 4.5%

合  計

1兆6,233億円
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2023年度 主要経営指標（単体）
正味収入保険料　　　前期比0.4％の減収となりました。

正味損害率　　　前期比1.3ポイント上昇しました。
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（単位：億円）

32.7%

正味事業費率とは
正味収入保険料に対する、保険の募集や維持管理のために使用した
費用の合計額の割合を指します。これらの費用の中には会社を運営
する費用、新保険商品の開発費用や代理店手数料等が含まれます

（損害調査費は含まれません。）。

（単位：億円）【事業費 （保険引受に係るもの） の推移】
区　　分 2021年度 2022年度 2023年度

保 険 引 受 に 係 る 
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 2,201 2,212 2,281

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 3,005 3,083 3,018

合 計 5,207 5,295 5,300

98.3%

コンバインド・レシオとは
「正味損害率」と「正味事業費率」の合算値であり、損害保険会社の保
険引受に係る「収益力」を示す指標です。この値が低いほど、保険引受
面での収益性が高いことを示します。

【保険引受利益の種目別推移】
種　　目 2021年度 2022年度 2023年度

火 災 △523 △343 △59
海 上 65 11 150
傷 害 112 △50 △32
自 動 車 454 299 38
自 動 車 損 害 賠 償 責 任 － － －
そ の 他 302 △76 110
合 計 410 △159 207

207億円

保険引受利益とは
正味収入保険料等の保険引受収益から、正味支払保険金や損害調査費等の保険引受費用と、保険引受に係る営業費及び一般管理費を
控除し、その他収支を加減したものです。なお、その他収支は自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額等です。

【正味事業費率の推移】

2021年度 2022年度 2023年度

30

35
(%)

32.5%
33.0%

32.7%

【コンバインド・レシオの推移】

2021年度 2022年度 2023年度

90

100
(%)

92.0%

96.8% 98.3%

【保険引受利益の推移】

2022年度2021年度

400
（億円）

200
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2023年度

△159億円

410億円

207億円
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保険引受利益　　　前期比366億円増加しました。

コンバインド・レシオ（正味損害率＋正味事業費率）　　　前期比1.5ポイント上昇しました。

正味事業費率　　　前期比0.2ポイント上昇しました。
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（単位：億円）

（単位：億円）【損益状況の内訳】

691.1％

経常利益2,143億円 当期純利益1,677億円

経常利益・当期純利益とは
経常利益は、通常の継続的活動で発生した損益を指し、正味収入保険料や利息及び配当金収入等の経常収益から、正味支払保険金や
営業費及び一般管理費等の経常費用を控除したものです。経常利益に特別損益、法人税等合計を加減したものが当期純利益となります。

単体ソルベンシー・マージン比率とは
巨大災害の発生や、資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険（単体リスクの合計額）に対する、資本金・準備金等の支払余力

（単体ソルベンシー・マージン総額）の割合を示す指標です。単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、
経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標の一つでありますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の
充実の状況が適当である」とされています。

項　　目 2021年度 2022年度 2023年度
（A）単体ソルベンシー・マージン総額 35,986 34,053 41,336
（B）単 体 リ ス ク の 合 計 額 9,961 9,952 11,961
（C）単体ソルベンシー・マージン比率

［（A）/｛（B）×1/2｝］×100 722.5％ 684.3％ 691.1％

区　　分 2021年度 2022年度 2023年度
保 険 引 受 収 益 16,820 17,244 17,991
保 険 引 受 費 用 14,195 15,199 15,502
資 産 運 用 収 益 2,016 2,261 2,524
資 産 運 用 費 用 404 520 387
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 2,342 2,367 2,488
そ の 他 経 常 損 益 △53 △5 5
経 常 利 益 1,842 1,412 2,143
特 別 損 益 20 1 69
税 引 前 当 期 純 利 益 1,863 1,414 2,212
法 人 税 等 合 計 405 335 534
当 期 純 利 益 1,457 1,078 1,677

【経常利益・当期純利益の推移】
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2,143億円
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【単体ソルベンシー・マージン比率の推移】

2021年度 2022年度 2023年度
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経常利益・当期純利益　　　経常利益は前期比730億円増加、当期純利益は前期比598億円増加しました。

単体ソルベンシー・マージン比率　　　十分なリスク対応力、健全性を有しています。
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7兆8,643億円

2兆6,817億円

80,000

75,000

70,000

（億円）

7兆円

7兆3,743億円

7兆8,643億円

2021年度 2022年度 2023年度

【総資産の推移】 【2023年度 総資産の構成】

【純資産の推移】

2022年度

（億円）

20,000

25,000

30,000

2021年度

1兆9,625億円
2兆891億円

2023年度

2兆6,817億円

有価証券
6兆2,664億円 79.7%

その他
4,434億円 5.6%

現金及び預貯金
5,696億円 7.2%

貸付金
3,907億円 
5.0%

有形固定資産
1,941億円 2.5%

合  計

7兆8,643億円

（単位：億円）【純資産の内訳別推移】
区　　分 2021年度 2022年度 2023年度

資 本 金 1,395 1,395 1,395
資 本 剰 余 金 931 931 931
利 益 剰 余 金 7,043 7,090 7,778
株 主 資 本 合 計 9,370 9,417 10,105
その他有価証券評価差額金 11,340 10,067 16,618
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 180 139 93
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 11,520 10,207 16,711
純 資 産 合 計 20,891 19,625 26,817

純資産とは
純資産は、会社が保有する資産から負債をすべて返済してなお剰余となる金額であり、株主資本と株主資本以外に区分されます。株主
資本は、株主の拠出金である資本金・資本剰余金と、企業活動の成果である利益剰余金から構成されており、株主資本以外は、有価証券
の時価評価により生じる未実現損益などを含む評価・換算差額等で主に構成されています。

総資産とは
総資産は、会社が保有する現金や有価証券、土地、建物などすべての資産のことです。このうち、損害保険会社で一般的に最も多いのは
株式、国債等の有価証券で、これ以外に現金及び預貯金、貸付金、有形固定資産などがあります。総資産は、貸借対照表上では借方（左
側）の計上額の合計として表されます。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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総資産　　　前期比8,643億円増加しました。

純資産　　　前期比7,191億円増加しました。
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2兆2,967億円
（単位：億円）【その他有価証券評価差額の内訳別推移】

その他有価証券評価差額とは
「金融商品に関する会計基準」に従い、保有する有価証券等を、その保有目的に応じて「売買目的有価証券」「満期保有目的の債券」「子会
社株式及び関連会社株式」および「その他有価証券」の4つに区分し、区分ごとに異なる方法で評価した金額を貸借対照表計上額として
います。

「その他有価証券評価差額」とは、「その他有価証券」に区分された有価証券等の時価と取得原価（含む償却原価）との差額のことをい
い、貸借対照表の純資産の部に、この評価差額から税金相当額を控除した金額を「その他有価証券評価差額金」として計上しています。

区　　分 2021年度 2022年度 2023年度
公 社 債 835 506 239
株 式 13,936 12,554 21,028
外 国 証 券 885 839 1,545
そ の 他 44 19 154
合 計 15,702 13,919 22,967

（注）�上表はその他有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金等を
除く。）について、時価と取得原価との差額を記載しています。また、

「その他」には有価証券に準じて処理される買入金銭債権等を含めて
います。

保険業法に基づく債権とは
貸付金、貸付有価証券及び支払承諾見返等の債権です。債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、「破産更生債権及びこれら
に準ずる債権」「危険債権」「三月以上延滞債権」「貸付条件緩和債権」および「正常債権」の5つに分けられています。

6,038億円　うち正常債権以外1億円
（単位：億円）

区　　分 2021年度 2022年度 2023年度
合 計 7,163 5,532 6,038

正 常 債 権 額 7,159 5,523 6,037
正 常 債 権 以 外 の 額 3 8 1

（合計額に占める割合） (0.1%) (0.2%) (0.0%)
破 産 更 生 債 権 及 び 
これらに準ずる債権額 0 0 －

危 険 債 権 額 0 6 －
三月以上延滞債権額 0 0 0
貸付条件緩和債権額 2 1 0

（注）各債権の意義については125ページをご覧ください。

【保険業法に基づく債権の内訳別推移】
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【その他有価証券評価差額の推移】
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（注） 1.	�正味収入保険料、正味損害率および正味事業費率は、当社独自商品の自動車保険「もどリッチ（満期精算型払戻金特約付契約）」
の払戻充当保険料を控除したベースで記載しています。払戻充当保険料を含んだベースは以下のとおりです。

区　　分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
正 味 収 入 保 険 料

（ 対 前 期 増 減 率 ）
1,547,930　

（� 2.54% ）
1,559,567　

（� 0.75% ）
1,579,325　

（� 1.27% ）
1,629,832　 1,623,307

（� 3.20% ） （� △0.40% ）

正 味 損 害 率 63.27% 59.78% 59.01% 64.31% 65.58%
正 味 事 業 費 率 31.96% 32.74% 32.97% 32.49% 32.65%

2. �潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

（単位：百万円）

区　　分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
正 味 収 入 保 険 料

（ 対 前 期 増 減 率 ）
1,547,930　

（� 2.35% ）
1,559,567　

（� 0.75% ）
1,579,325　

（� 1.27% ）
1,629,832　 1,623,307

（� 3.20% ） （� △0.40% ）

保険引受利益又は保険引受損失（△）
（ 対 前 期 増 減 率 ）

7,351　
（� △84.47% ）

23,918　
（� 225.34% ）

41,036　
（� 71.57% ）

△15,937　 20,709
（� △138.84% ） （� － ）

経 常 収 益
（ 対 前 期 増 減 率 ）

1,784,456　
（� △6.51% ）

1,802,134　
（� 0.99% ）

1,888,581　
（� 4.80% ）

1,956,362　 2,058,063
（� 3.59% ） （� 5.20% ）

経 常 利 益 
（ 対 前 期 増 減 率 ）

89,113　
（� △60.65% ）

131,604　
（� 47.68% ）

184,234　
（� 39.99% ）

141,224　 214,319
（� △23.35% ） （� 51.76% ）

当 期 純 利 益 
（ 対 前 期 増 減 率 ）

94,079　
（� △45.02% ）

92,215　
（� △1.98% ）

145,744　
（� 58.05% ）

107,899　 167,777
（� △25.97% ） （� 55.49% ）

正 味 損 害 率 63.27% 59.78% 59.01% 64.31% 65.58%

正 味 事 業 費 率 31.96% 32.74% 32.97% 32.49% 32.65%

利 息 及 び 配 当 金 収 入
（ 対 前 期 増 減 率 ）

101,912　
（� △10.53% ）

98,834　
（� △3.02% ）

127,237　
（� 28.74% ）

134,995　 154,765
（� 6.10% ） （� 14.65% ）

運用資産利回り（インカム利回り） 1.94% 1.95% 2.40% 2.56% 3.01%
資産運用利回り（実現利回り） 2.53% 3.05% 3.54% 3.79% 4.66%

資 本 金 の 額
（ 発 行 済 株 式 総 数 ）

139,595　
（�1,404,402千株 ）

139,595　
（�1,404,402千株 ）

139,595　
（�1,404,402千株 ）

139,595　 139,595
（�1,404,402千株 ） （�1,404,402千株 ）

純 資 産 額 1,640,022 1,925,226 2,089,181 1,962,531 2,681,722
総 資 産 額 6,686,089 7,098,116 7,374,326 7,000,023 7,864,388
積立勘定として経理された資産額 736,240 716,042 683,996 656,156 623,399
責 任 準 備 金 残 高 3,086,032 3,063,891 3,028,933 2,991,931 2,867,322
貸 付 金 残 高 400,609 423,367 410,660 403,552 390,765
有 価 証 券 残 高 4,925,543 5,494,362 5,524,192 5,288,584 6,266,431
自 己 資 本 比 率 24.53% 27.12% 28.33% 28.04% 34.10%
自 己 資 本 利 益 率 5.42% 5.17% 7.26% 5.33% 7.23%
単体ソルベンシー・マージン比率 701.3% 746.5% 722.5% 684.3% 691.1%
1 株 当 た り 純 資 産 額 1,167円77銭 1,370円85銭 1,487円59銭 1,397円41銭 1,909円51銭

1 株 当 た り 配 当 額
（うち1株当たり中間配当額）

50円43銭　
（� － ）

111円28銭　
（� － ）

67円82銭　
（� － ）

67円22銭　 158円60銭
（� － ） （� － ）

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 66円98銭 65円66銭 103円77銭 76円82銭 119円46銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 － － － － －

配 当 性 向 75.28% 169.47% 65.35% 87.50% 132.77%
従業員数（外、平均臨時雇用者数） 14,371人（4,997人） 14,168人（4,716人） 13,453人（4,189人） 12,572人（3,684人） 12,143人（3,374人）

（単位：百万円）
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経営環境と事業の概況
当期の世界経済は、米国において、雇用者数の増加や個人消費の拡大等を背景に景気は堅調に推移しましたが、欧州では、物
価高の影響等により景気に弱さが見られました。また、わが国経済は、原材料価格の高騰等の影響を受けつつも、経済活動の
再開による内需の回復等により景気は緩やかに回復しました。
当社は、中期経営計画（2022-2025）に基づいて、MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社による経
営管理のもと、「未来にわたって、世界のリスク・課題の解決でリーダーシップを発揮するイノベーション企業」をめざし、
5つの基本方針に基づく「重点施策」に取り組みました。また、企業保険分野の保険料を調整する行為が確認されたことを
受け、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（以下「独占禁止法」）の遵守等のコンプライアンスの徹底やガバナ
ンスの強化を重要課題と位置付け、全役職員一丸となって取組みを進めました。

国内損害保険事業の
収益構造変革

自動車保険・新種保険のトップライン拡大、火災保険の収益改善策を強化するとともに、
DX推進によるお客さま体験価値の創造や社会課題の解決に資する新商品を開発するなど、
新たなマーケットの創出に取り組みました。

海外事業の収益拡大 海外自然災害リスク管理を強化するとともに、海外事業の利益拡大や安定化に向けた
取組みを進めました。

資産運用利益の拡大

資産運用利益の拡大に向け、新たなリスクテイクと必要な態勢整備等を行って超過
リターンの獲得をめざす「αプロジェクト」では、再生エネルギー・プロジェクトファイ
ナンスや外国社債等のオルタナティブ投資を拡大するなど、環境変化も踏まえた戦略的
な資産運用を進めました。

新たなビジネスの創造 「当社のサステナビリティ」と「社会のサステナビリティ」の同時実現のため、新たなデジ
タル技術やAIの活用、他社とのアライアンス等の取組みを推進しました。

グループシナジーの発揮 グループの多様性を活かした連携強化による一層の成長の実現、グローバルベースでの
シナジー発揮をめざし、取組みを行いました。

コンプライアンスの徹底・ガバナンスの強化
当社は、企業保険分野における保険料調整行為に関して、2023年12月、金融庁より保険業法に基づく業務改善命令を受け、経営
責任の明確化のための役員報酬の減額を含む業務改善計画を策定しました。また、独占禁止法違反の疑いがあるとして、2023
年12月、公正取引委員会による立入検査を受けました。
これらの事態を厳粛に受け止め、社会やお客さまからの信頼を回復すべく、グループの5つのバリューである「お客さま第一」

「誠実」「チームワーク」「革新」「プロフェッショナリズム」に立ち返って、コンプライアンスの徹底・ガバナンスの強化など再発の
防止と経営・業務の改善の取組みをさらに進めていきます。
再発防止策の詳細については、24ページをご覧ください。
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保険引受の概況
保険引受収益のうち正味収入保険料は、１兆6,233億円と前期に比べて0.4％の減収となりました。
一方、保険引受費用のうち正味支払保険金は、自動車保険で増加したことなどにより、9,501億円と、前期に比べて55億円増加
し、正味損害率は65.6％と、前期に比べて1.3ポイントの上昇となりました。
また、保険引受に係る営業費および一般管理費が増加したことなどにより、正味事業費率は32.7％と、前期に比べて0.2ポイント
の上昇となりました。
これらに収入積立保険料、満期返戻金、支払備金繰入額、責任準備金戻入額などを加減した結果、保険引受利益は前期に比べて
366億円増加し、207億円となりました。

保険種目別の概況
（　）内は前期比

保険種目 正味収入保険料 正味損害率

火災保険 	 2,505億円	（△5.8%） 	 72.1%	（△5.2%）

海上保険 	 734億円	（△3.4%） 	 56.2%	（＋7.9%）

傷害保険 	 1,586億円	（＋4.5%） 	 55.6%	（△3.8%）

自動車保険 	 6,983億円	（＋1.4%） 	 67.2%	（＋3.7%）

自動車損害賠償責任保険 	 1,302億円	（△8.3%） 	 89.4%	（＋11.1%）

その他の保険 	 3,119億円	（＋2.2%） 	 54.2%	（△0.6%）

資産運用の概況
ALMと流動性維持を前提に、高い専門性と深度ある分析に基づき、相対的に高いリターンが期待できるプライベートエクイ
ティ等のオルタナティブ投資を中心に、グローバルに多様な資産への投資を進め、収益力向上に取り組みました。また、財務の
健全性確保に向けて、政策株式のさらなる削減を推進しました。
当期末の総資産は、前期末に比べて8,643億円増加し、7兆8,643億円となりました。このうち、有価証券、貸付金などの運用資産
は、前期末に比べて9,032億円増加し、7兆4,076億円となりました。
損益面では、利息及び配当金収入が前期を197億円上回る1,547億円となったことなどから、積立型保険の満期返戻金などに充
当する運用益を控除した残額の資産運用収益は、前期を263億円上回る2,524億円となりました。一方、資産運用費用は、有
価証券売却損が減少したことなどから、前期を133億円下回る387億円となりました。
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対処すべき課題
今後のわが国を含む世界経済は、景気の緩やかな回復が持続することが期待される一方、中国経済の先行き懸念など海外景
気の下振れがわが国の景気を下押しするリスクが懸念されます。
保険業界においては、企業保険分野における保険料調整行為と大手中古車販売店による自動車修理費の不正請求の2つの問題
が相次いだことを受け、損害保険業界への信頼を回復するための徹底した取組みを行うことが急務となっています。
また、地震など各種の災害に対して、迅速な保険金の支払いや各種防災・減災サービスの提供を通じて社会のレジリエン
スを高める社会インフラとしての役割を果たしていくことが一層強く求められています。
このような中、当社は、2024年度よりスタートした中期経営計画（2022-2025）第2ステージに基づき、グループMVVに
立ち返って全役職員および代理店・業務委託先の行動を見直すことにより、お客さまの信頼回復に全力で取り組んでいき
ます。その上で、デジタル技術の進展や人手不足の進行などの事業環境の変化を踏まえて計画に掲げた取組みを進めていき
ます。

ビジネススタイルの大変革
中期経営計画（2022-2025）第2ステージにおいては、保険料調整行為等の反省を踏まえて事業のあり方を見直し、「お客さ
ま本位」と「法令遵守」をすべての事業活動の根幹に据えて、「品質の強化」「人財の強化」「コーポレートガバナンスの強化」「コン
プライアンス体制の強化」「ERM（統合的リスクマネジメント）の強化」を基盤としつつ、「グループMVVの浸透と行動変革」

「カルチャー変革」「提供価値の変革」「アンダーライティングの変革」「リスクの予見・予兆検知の強化と評価・対応の変革」に
「政策株式売却益の戦略的活用」を加えた、「ビジネススタイルの大変革」を進めていきます。

グループMVVの浸透と
行動変革

グループMVVの浸透を図るとともに、これまでの価値観を見つめ直し、社員一人ひとり
の行動を適切に変革していきます。

カルチャー変革 お客さま本位・法令遵守を根幹として、社員が気づきや疑念の声を上げやすい「言える企業
文化」や社員が主体的に「改革にチャレンジする風土」を醸成していきます。

提供価値の変革
「マーケット慣行の変革」を実現し、適正な競争環境の中で、当社の提供価値を変革することで、
お客さまから選ばれ続けるリスクソリューションのプラットフォーマーを確立していき
ます。

アンダーライティング
の変革

部門横断のリスク関連情報の連携強化、データ活用の強化、採算管理の強化、および全社的
なリスクリテラシーの向上により、アンダーライティングを変革していきます。

リスクの予見・予兆検知の
強化と評価・対応の変革

「施策・業務の遂行により生じる可能性があるリスクを特定（予見・予兆検知）・評価し、必要
な対応を講じた上で、実行に移す」ことを全社的に強化し、習慣化していきます。

政策株式売却益の戦略的
活用

大規模な政策株式売却益を、株主還元とのバランスを取りながら、将来に向けた当社の
持続的成長と企業価値向上、および全社員の成長とエンゲージメント向上の源泉として
最大限に活用していきます。

また、「ビジネススタイルの大変革」を確実に進めるとともに、5つの基本方針に基づく重点施策の実行とそれを支える経営基盤
によって、成長ビジョンに掲げる「当社のサステナビリティ」と「社会のサステナビリティ」を同時実現していきます。
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基本方針 重点施策

国内損保事業の
構造変革

◦提供価値の変革と成長実現
◦アンダーライティングの変革による適切な引受と収益力強化
◦�持続可能かつ生産性の高い事業体制の構築
◦�DX推進によるお客さま体験価値の向上
◦�社会課題の解決に資する新商品・サービスの開発と新たなマーケットの創出

海外事業の収益拡大

◦�ロイズ・再保険事業の収益力向上
◦�アジア事業の成長と米国事業の拡大（新規事業投資）
◦�事業ポートフォリオの最適化（スクラップ&ビルド）
◦自然災害リスクのボラティリティ低減
◦�社会課題の解決に資する新商品・サービスの開発と新たなマーケットの創出

資産運用利益の拡大 ◦�収益期待資産の運用利回りの向上
◦�グローバルな資産運用態勢の強化

新たなビジネスの創造 ◦�新規事業の展開（補償前後のソリューション・RisTech等）
◦�企業、自治体、研究機関、事業提携先等とのアライアンス強化

グループシナジーの
発揮

◦�グループ会社とのシナジーの発揮
◦�グローバルベースでのシナジーの発揮

経営基盤 主な内容

品質の強化
（お客さま本位）

◦�「お客さま本位の業務運営」の徹底
◦�第二線による第一線の声の積極的な収集による、品質向上と問題発生の未然防止
◦�CX取組の推進による、お客さま満足度の向上と「好感度No.1」の実現

人財の強化
（人事改革）

◦�リスキル・アップスキルや新たなチャレンジを評価する人事制度・運営への見直しによる
「言える企業文化」と「改革にチャレンジする風土」の醸成

◦�スキルを重視した人事制度と新たな人事異動方針による個の強化と適所適財による組織の強
化、および多様性の確保

◦�残業を前提とした働き方からの脱却

コーポレート
ガバナンスの強化

◦�事業執行に伴い経営に重大な影響を与える事象は、ビジネスモデル・経営戦略と表裏一体で
生じることを踏まえたリスク評価に基づく経営の意思決定の徹底

◦�取締役会の自己評価や外部評価の実施、および第一線状況のさらなる理解による取締役会の
機能向上

◦�取締役会での監査役会報告の充実等による監査役監査の機能強化
◦�第三線の「経営戦略に資する助言を提供する」機能への高度化

コンプライアンス
体制の強化

◦�コンプライアンスプログラムの見直しや社員のコンプライアンス意識の向上
◦�違反行為に対する規律の徹底によるコンプライアンス取組の実効性の向上
◦�第二線における外部知見の活用や人財多様性の確保によるリスクの予見・予兆検知および

評価と対応の強化

ERM（統合的リスク
マネジメント）の強化

◦�リスク・リターン・資本の一体的管理を通じた資本の十分性と効率性の追求による、財務健全性
の確保と資本効率の向上

◦�ROR向上や事業ポートフォリオ分散の推進による、事業環境が変化する中でも安定的な利益
が期待できるバランスのとれたリスク構成と収益基盤の構築

（注）	1. �本事業報告（以下の諸表を含みます。)における各計数の表示および計算は、次のとおりです。
		  （1） �保険料等の金額および株数は、記載単位未満を切り捨てて表示し、増減率等の比率は、小数点第2位を四捨五入して小数点

第1位まで表示しております。
		  （2） �正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
		  （3） �正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
	 2. �その他の保険とは、新種保険および運送保険です。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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コーポレートガバナンスに関する
基本的な考え方

当社は、MS&ADインシュアランス グループ（以下「グルー
プ」）の中核事業会社として、グループの経営理念（ミッショ
ン）、経営ビジョン、行動指針（バリュー）のもと、経営資源の
効率的な活用と適切なリスク管理を通じ、グループの長期
的な安定と持続的成長を実現するため、MS&ADインシュア
ランス グループ ホールディングス株式会社（以下「持株会
社」）の株主を含めたさまざまなステークホルダーの立場を
踏まえ、透明性とけん制機能を備え、加えて透明・公正かつ
迅速・果断な意思決定を行うための経営体制を構築し、企業
価値の向上に努めます。
そのため、当社は、「三井住友海上 行動憲章」を全役職員へ浸
透させるよう努めるとともに、コーポレートガバナンス、コ
ンプライアンス、リスク管理等を経営の重要課題として位
置付け、積極的に取り組みます。
なお、当社は、完全親会社である持株会社との間で経営管理
契約を締結し、持株会社から経営に関する助言等を受けて
います。

コーポレートガバナンス態勢
当社は、監査役会設置会社として、取締役会および監査役の
双方の機能の強化、積極的な情報開示等を通じ、ガバナンス
の向上に取り組みます。
取締役会の内部委員会として、委員会の過半数および委員
長を社外取締役とする「人事委員会」および「報酬委員会」を
設置し、実効性と透明性の高いコーポレートガバナンス態
勢を構築します。

監督の仕組み（取締役会）
取締役会の役割
・�取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、経営戦略、資

本政策等の経営上の重要な事項について論議・決定すると
ともに、取締役、執行役員の職務の執行を監督します。

・取締役会は、健全性を基盤とした成長の持続と収益性・
資本効率の向上を実現し、中長期的な企業価値の向上を
めざします。

・取締役会は、迅速な意思決定と適切なモニタリングを両立
させるため、執行役員制度を導入し、執行役員への業務執行
権限の委譲を進め、迅速な業務執行を行うとともに、経営意
思決定および監督を担う「取締役会」と業務執行を担う「執
行役員」の役割を明確化して、経営管理の強化を図ります。

・執行役員は、取締役会より委ねられた業務領域の責任者
として業務執行を行い、その業務執行状況について取締
役会に報告します。

コーポレートガバナンス

取締役会の構成
取締役会は、多様な知見と専門性を備えたバランスの取れ
た構成とし、実質的な論議を可能とするため、取締役の員数
は定款で15名以内とし、取締役候補者は、「取締役候補およ
び監査役候補の選任基準」に基づき選任します。
また、社外取締役を2名以上選任するものとし、経営から独
立した視点を取り入れ、監視・監督機能を強化し、透明性の
高い経営を行います。

取締役会における審議
取締役12名（男性10名、女性2名）のうち社外取締役を4名

（男性2名、女性2名）選任し、加えて社外監査役を3名（男性1
名、女性2名）選任することにより、取締役会で社外取締役・
社外監査役（以下「社外役員」）の知見を得ながら実効性の
ある審議を行っています。

戦略的な方向付けと経営計画
中期経営計画の策定においては、経営会議および取締役会
において建設的な審議を重ねています。
計画の遂行状況については、適時に総括を行い、取締役会に
おける審議を踏まえ、達成に向けたPDCAサイクルを回し
ており、今後も建設的な議論を行います。

社外取締役に期待する役割
社外取締役に期待する役割は次のとおりです。
・経営の方針や経営改善について、自らの職歴や経歴、知識等

に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値
の向上を図る、との大局的な観点から意見を述べること。

・取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと。
・会社と経営陣（注）等の関連当事者との間の利益相反を監

督すること。
・経営から独立した立場で、持株会社の株主をはじめとす

るステークホルダーに対する説明責任が果たせるか、と
いう観点等からけん制機能を果たすこと。

（注）当社の取締役・監査役・執行役員の総称（以下同じ）
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取締役および監査役のサポート体制・トレーニング
取締役および監査役がその役割や責務を実効的に果たすた
めに、当社は以下のとおり必要な社内体制を整備します。
・社外役員に対し、取締役会の事務局に各社外役員の担当

者を配置し、取締役会に付議される議事の事前説明を行
うなどのサポート体制を整備します。社外取締役は取締
役会事務局が、社外監査役は監査役室が補佐する体制と
しています。

・取締役および監査役に対し、就任時および任期中継続的
に情報提供・研修を行うための体制を整備します。

・社外役員と経営陣・幹部社員との情報共有・意見交換の機
会の設定等の環境整備を行います。

・当社は、社外役員がその役割を果たすために必要な費用
を負担します。

・リスク情報等の速報が必要な情報については、社内外を
問わず全取締役・監査役に対して随時報告を行います。

・新任の社外取締役候補および社外監査役候補に対して
は、当社事業等に関する説明を実施しています。

監査の機能
監査役・監査役会
監査役の責務
監査役は、株主の負託を受けた独任制の機関として取締役
の職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的
な成長を確保し、社会的信頼に応える良質なコーポレート
ガバナンス体制を確立する責務を負っています。
監査役の権限と役割
各監査役は、業務および財産の調査権限等法令に基づく権
限を適切に行使し、監査役会で定めた監査の方針・計画等に
従い、取締役会その他の重要な会議への出席、重要な決裁書
類等の閲覧、本社、部支店、海外拠点および子会社の調査等
により、取締役の職務の執行を監査します。
監査役会の構成と役割
・監査役の人数は、定款で定める6名以内とし、このうち半

数以上を、法令に従い社外監査役とします。監査役候補者
は、「取締役候補および監査役候補の選任基準」に基づき、
監査役会が同意の上、取締役会が選任します。

・監査役会は、監査役からの職務遂行の状況の報告や役職
員からの監査に関する重要な事項についての報告を受け
るとともに、監査の方針および監査計画等を決定します。

・監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の選解任お
よび会計監査人を再任しないことに関する議案の内容を
決定します。また、会計監査人の報酬等の決定について、
同意権を有します。

内部監査
・当社は、「MS&ADインシュアランス グループ 内部監査

基本方針」に則り、内部監査部門として独立した専門組織
を設置し、内部監査を実行しています。当社の内部監査部
門は、内部監査の結果等のうち、重要な事項を取締役会お
よび経営会議に報告します。また、当社監査部門は、監査
役の調査に協力しています。

会計監査人
・当社は、有限責任あずさ監査法人を会計監査人に選任し

ています。なお、当該監査法人と当社との間には特別な利
害関係はありません。

・取締役会および監査役会は、会計監査人の適正な監査の
確保のため、適切な対応に努めます。

・監査役会は、会計監査人候補を適切に選定・評価するため
の基準を整備しています。会計監査人による適正な監査
の確保に向けて、その独立性、専門性等を有しているかに
ついて確認を行っています。

指名、報酬決定の機能
指名および報酬決定における透明性確保のため、取締役会
の内部委員会として「人事委員会」および「報酬委員会」を設
置しています。なお、各々の委員会は6名の委員で構成し、委
員および委員長は取締役会において選任しています。委員
の過半数および委員長は社外取締役から選任しています。

指名決定のプロセス
・社外取締役が過半数を占める持株会社の人事委員会での

審議および持株会社の取締役会の事前承認を経て、取締
役会は人事委員会の助言を受けて取締役候補・監査役候
補・執行役員等を選任します。監査役候補については監査
役会の同意を得るものとします。

・人事委員会は、当社の取締役および監査役の候補者の選
任に関する方針、ならびに取締役・監査役・執行役員の候
補者等の重要な人事事項について審議し、取締役会に助
言します。

報酬決定のプロセス（役員の報酬等の額またはその
算定方法の決定に関する方針）
・各取締役の報酬等の額については、株主総会の決議によ

り定めた金額の範囲内で、業績向上に向けたインセン
ティブとしての機能、中長期的な企業利益・企業価値向上
への貢献、グローバル企業として競争力ある報酬水準な
どを勘案の上、透明性を確保するため社外取締役が過半
数を占める報酬委員会における審議を経た上で、取締役
会の決議により決定することとしています。

・報酬委員会は、当社の取締役および執行役員の報酬等に
関する方針、ならびに取締役・執行役員の業績評価、報酬
等について取締役会に助言します。

・各監査役の報酬等の額については、株主総会の決議によ
り定めた金額の範囲内で、常勤・非常勤の別、監査業務の
分担の状況、取締役の報酬等の内容および水準等を考慮
し、監査役の協議により決定することとしています。

・株主総会の決議により、取締役の報酬は年額7億5,000
万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含みませ
ん。）、監査役の報酬は年額1億4,000万円以内とし、これ
とは別枠で取締役（社外取締役を除きます。）に対して譲
渡制限付株式を年額2億5,000万円以内で割り当てるこ
ととしています。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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業務執行

業務執行に係る会社経営上の重要事項に関する協議および関連部門の意見の相互調整を図ることを目的に、「海外事業戦略委
員会」「ERM委員会」「事業投資モニタリング委員会」「システム投資委員会」「サステナビリティ委員会」を設置しています。

経営方針、経営戦略等、経営に関する重要な事項について協議するとともに、執行役員による決裁事項について報告を受けるこ
とにより、具体的な業務執行のモニタリングを行います。

課題別委員会 頻度 目的

海外事業戦略委員会 年2回
程度 当社海外事業の中長期戦略や重要課題について論議を行います。

ERM委員会 年8回
程度 当社の収益性と健全性の両立を図るため、資本、リスク、リターンの一体的管理を実施します。

事業投資モニタリング委員会 年4回
程度 事業投資のモニタリングを実施します。

システム投資委員会 年8回
程度 IT 戦略および IT 投資案件に関する総合的な協議・調整を行います。

サステナビリティ委員会 年3回
程度

サステナビリティ（注）に関する取組計画および進捗管理について論議を行います。
（注）�事業活動を通じた社会的価値と経済的価値の創造およびそれによる社会・当社双方の持続的成長

の実現

業績連動報酬および譲渡制限付株式報酬制度
・役員報酬体系に業績連動報酬（会社業績・個人業績）を

導入しています。業績向上に対する役員の意識を高め
るため、2019年度より役員報酬額に占める業績連動報
酬の割合を従来の約30%（役位共通）から役位に応じて
30%〜50%に引き上げました。

・	2019年度より、業績向上による株価上昇および株価変動に
よるリスクを当社ならびに持株会社の役員と持株会社の
株主の皆さまとの間で共有することを目的として、取締役

（社外取締役を除きます。）を対象に従来のストックオプション
制度に代えて、譲渡制限付株式報酬制度に変更しました。
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株主総会

内部監査部

人事委員会

報酬委員会

取締役会

経営会議

執行役員

本部・部支店

会
計
監
査
人

〈三井住友海上火災保険株式会社〉

報告報告 監査

報告

報告 報告
連携

会計監査

監査

選任 選任 選任

選任・監督

課題別委員会
・ 海外事業戦略委員会
・ ERM委員会
・ サステナビリティ委員会
　　　　　　　　　 ほか

株主総会

監査役会

監査役

内部監査部門

人事委員会

報酬委員会

取締役会

グループ経営会議

執行役員

各部門

会
計
監
査
人

〈MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社〉

提言

報告

報告
監査

報告

報告 報告

報告

選任 選任 選任

選任・監督

ガバナンス委員会

連
携 課題別委員会

内
部
監
査

監査役会

監査役

・ サステナビリティ委員会
・ 品質向上・コンプライア
ンス委員会

・ デジタライゼーション
推進委員会

ほか

経営意思決定
監督

業務執行
会
計
監
査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

内
部
監
査

※取締役会に直属

経営管理

※ 　　　　 内は、取締役会に
　よる監督範囲

【コーポレートガバナンスの体制】
2024年4月1日現在

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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（5）	�当社およびその国内子会社は、グループの反社会的勢力に
対する基本方針に従い、反社会的勢力排除のための体制整
備（対応統括部署の整備、対応要領の整備、反社会的勢力に
係るデータベース管理体制の整備、警察等外部専門機関等
との連携強化等）に取り組み、反社会的勢力に対しては毅然
とした姿勢で臨み、不当、不正な要求に応じない旨を全役職
員に徹底する。

（6）	�当社は、役員等の関連当事者との取引を行う場合には、
グループおよび持株会社の株主共同の利益を害することの
ないよう、競業取引や利益相反取引を取締役会で承認する
など監視を行う。

（7）	�当社およびその子会社は、グループのグループ内取引およ
び業務提携等に関する基本方針に従い、アームズ・レング
ス・ルールの遵守その他グループ内取引等の適切性を確保
するための体制を整備する。

（8）	�当社は、グループの利益相反管理に関する基本方針に従い、
利益相反管理のための体制を整備する。

（9）	�当社およびその子会社は、グループの外部委託管理基本
方針に従い、当社およびその子会社の規模・特性等に応じた
適切な体制を整備する。

（10）	�当社およびその子会社は、グループのスピークアップ制度
運用規程に基づき、組織または個人による法令違反、社内規
定違反、不適切な行為またはこれらのおそれのある行為に
ついて、全役職員等が社内および社外の窓口に直接通報で
きるスピークアップ制度（内部通報制度）を設け、全役職員
に対し制度の周知を図る。また、当社はスピークアップ制度
運用規程を定め、通報者が通報を行ったことにより不利な
取扱いを行わないことを定めるとともに、制度の運用状況
を取締役会に報告する。

（11）	�当社は子会社の役職員に対して法令に違反する行為を助
言、容認または指示しない。

3.統合リスク管理体制（当社およびその子会社の損失の
危険の管理に関する規程その他の体制）

（1）	�当社およびその子会社は、グループのリスク管理基本方針
に従い、基本的な考え方を共有するとともに、各社の事情に
応じて会社別のリスク管理方針を策定し、適切なリスク
管理を実行する。

（2）	�当社は、リスク管理方針において、適切にリスク管理を行う
ための組織・体制、リスク管理における役割と責任を明確に
定める。

（3）	�当社は、統合リスク管理の推進・徹底を図るため、ERM委員
会を設置し、リスク管理に関する方針・計画、統合リスク管
理状況およびその他の重要事項に係る協議・調整を行う。

（4）	�当社は、当社およびその子会社のリスクおよびリスク管理
の状況をモニタリングするとともにリスク量と資本の比較
により、必要な資本が確保されていることを確認し、これら
の状況についてERM委員会の協議・調整結果も踏まえて、取
締役会へ報告する。

（5）	�当社は、社会的使命の遂行およびステークホルダーへの責
任を果たすため、当社が定める危機管理マニュアルに従い、
当社およびその子会社の危機管理態勢および事業継続態
勢を構築し、危機のもたらす被害・ダメージを最小化するた
めに必要な体制を整備する。

4.財務報告の信頼性を確保するための体制
（1）	�当社は、監査役候補の選任にあたり、監査役のうち最低１名

は経理または財務に関して十分な知識を有する者を選任す
る。

（2）	�当社は、グループの情報開示統制基本方針に従い、当社および
その連結子会社に関する財務情報および非財務情報を適正
かつ適時に開示するための体制を整備する。

（3）	�当社は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

当社は、MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス
株式会社（以下「持株会社」）が定める経営理念（ミッション）の
下、経営資源の効率的な活用と適切なリスク管理を通じ、長期的
な安定と持続的成長を実現するため、以下のとおり透明性とけ
ん制機能を備えた経営体制を構築し、当社およびMS&ADイン
シュアランス グループ（以下「グループ」）全体の企業価値の
向上に努めていく。

1.	�職務執行の効率性確保のための体制（当社およびその
子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われること
を確保するための体制）

（1）	�当社は、迅速な意思決定と適切なモニタリングを両立させ
るため、執行役員制度を採用するとともに社外取締役を選
任し、取締役会による「経営意思決定、監督機能」と執行役員
による「業務執行機能」の分離と機能強化を図る。加えて、取
締役会において実質的な論議を可能とするため取締役の員
数を15名以内とするとともに、執行役員へ業務執行権限の
委譲を進める。

（2）	�当社は、取締役および執行役員の職務執行が適正かつ効率
的に行われるよう、組織・職務権限規程等を定め、遂行すべ
き職務および職務権限を明確にする。

（3）	�当社は、取締役、執行役員および従業員が共有する全社目標
として、グループの経営計画に則って中期経営計画および
年次計画を定め、その浸透を図るとともに、適切な経営資源
の配分を行う。

（4）	�当社は、経営基盤としてのITの重要性に鑑み、グループのIT
ガバナンス基本方針に従い、ITガバナンス態勢を構築する。

（5）	�当社は、事業活動における税務の重要性に鑑み、グループの
税務に関する基本方針に従い、税務ガバナンス態勢を構築
する。

（6）	�代表取締役は、四半期ごとに業務執行状況を取締役会に報
告する。取締役会は、報告内容を踏まえ、必要に応じて、目標
の修正または経営資源の追加配分等の対応を行う。

2.法令等遵守体制（当社およびその子会社の取締役およ
び使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制）

（1）	�当社およびその子会社（会社法および保険業法上の子会社
をいう。以下同様とする。）は、グループのコンプライアンス
基本方針に従い、全役職員に対しコンプライアンス意識の
徹底に取り組み、法令や社内ルール等を遵守し、高い倫理観
に基づいた事業活動を行う。

（2）	�当社は、コンプライアンスの徹底と企業倫理の確立を図る
ため、法令等遵守規程を制定するとともに、その実践計画と
してコンプライアンス・プログラムを定め、その実施状況を
監視する。また、コンプライアンス・マニュアル（共通編）を定
め、当社およびその子会社の事業活動、経営環境等を勘案し
て必要に応じて見直しを行う。

（3）	�当社は、当社およびその子会社のコンプライアンスに関す
る事項を統括して管理するコンプライアンス統括部門等の
組織・体制を整備する。また、コンプライアンス推進態勢の
さらなる充実・強化を図るためコンプライアンス推進会議
を設置し、同会議で確認された課題について必要な措置を
講じる。当社は、定期的にコンプライアンス推進状況を取締
役会に報告する。

（4）	�当社は、当社およびその子会社の役職員がコンプライアン
ス上の問題を発見した場合の報告ルールを法令等遵守規程
に定める。コンプライアンス上の問題について報告・通報を
受けたコンプライアンス統括部門は、関係部門および子会
社と連携の上、その内容を調査し、再発防止策等を策定す
る。

内部統制システムに関する方針
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の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。
	 ③�内部監査部門は、監査役から求められた時は、監査役の監

査に対し協力する。
	 ④�当社は、監査役からその職務の執行について会社法第

388条に基づく費用の前払または償還の請求等を受けた
場合には、同条に従い手続を行う。

8.グループ経営管理体制（当社ならびに親会社および
子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制）

（1）	�当社は、持株会社が定める経営理念（ミッション）・経営ビ
ジョン・行動指針（バリュー）を、当社およびその子会社の全
役職員へ浸透させるよう努める。当社は、経営理念（ミッ
ション）・経営ビジョン・行動指針（バリュー）の趣旨・精神を
尊重する企業文化・風土が形成されているか、その実践状況
を取締役会に報告する。

（2）	�当社は、持株会社と締結する経営管理契約（以下「経営管理
契約」という。）に基づき、持株会社が定めるグループの基本
方針（コーポレートガバナンス、リスク管理、コンプライ
アンス、内部監査等）を遵守するとともに、持株会社から
必要な助言・指導・支援を受け、当社およびその子会社の
規模・特性等に応じた体制を整備する。

（3）	�当社は、当社およびその子会社に関する重要事項について、
経営管理契約に基づき、持株会社に承認を求め、または報告
する。

（4）	�当社は、子会社に対し、株主総会決議事項について適切な意
思表示を行うなど、適切に株主権を行使する。

（5）	�当社は、経営管理契約に基づき、当社の子会社の経営管理を
行う。また、各社の規模・特性に応じて以下の①～④に記載
する内容を含めた業務の適正を確保するための体制を整備
する。なお、海外の拠点・子会社については、体制整備の推進
にあたり現地の法令や特性を尊重する。

	 ①�当社の子会社の役職員の職務の執行に係る事項の当社
への報告に関する体制

	 　�当社は、子会社の重要事項について、当社の承認または当
社への報告を求めることとする。加えて、それらのうち一
定の基準を満たすものについては、当社取締役会の付議
事項とする。また、定期的に子会社の業績について報告を
受け、当社取締役会および経営会議に報告する。

	 ②�当社の子会社の役職員の職務の執行が効率的に行われ
ることを確保するための体制

	 　�当社における担当執行役員および担当部門を定めるとと
もに、規程等の雛形を提供するなど、グループ横断の内部
統制システムを整備するにあたり必要な助言・指導・支援
を行う。

	 ③�当社の子会社の役職員の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制

	 　�当社は、スピークアップ制度（内部通報制度）を設け、組織
的または個人による法令違反、社内規定違反、不適切な行
為またはこれらのおそれのある行為について、当社およ
び子会社・関連会社の全役職員が、社内および社外の窓口
に直接通報できる制度を設ける。

	 ④�当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の
体制

	 　�子会社は、グループのリスク管理基本方針を踏まえ、各社の
事情に応じて会社別のリスク管理方針を策定し、適切な
リスク管理を実行する。また、子会社・関連会社のリスク
管理に関する事項についてはERM委員会等において、コ
ンプライアンスに関する事項についてはコンプライアン
ス統括部門等において、横断的にモニタリングを行う。そ
してそのモニタリング結果のうち、重要な事項について
は、当社取締役会に報告する。

9.本基本方針の改廃
本基本方針の改廃は取締役会決議により行う。ただし、方針・規
程等管理規程第4条第1項ただし書、第2項および第3項に基づ
く改廃はこの限りではない。

則って、当社およびその連結子会社の経営成績および財政
状態の真実明瞭なる報告を行うため、経理規程を定め、経理
業務に関する重要事項を定める。

（4）	�当社は、金融商品取引法に準拠して実施する「財務報告に係
る内部統制」の当社およびその連結子会社における整備・運
用状況の評価結果について、検証を行う。

（5）	�当社は、公正な情報開示を担保するため、情報開示統制およ
び手続規程を定め、情報開示統制の有効性評価と実効性向
上への対応を行う。また、当社およびその連結子会社におけ
る情報開示統制の有効性および情報開示の適正性に関する
検証結果を取締役会に報告する。

5.内部監査の実効性を確保するための体制
（1）	�当社は、グループの内部監査基本方針に従い、実効性が

あり、かつ効率的な内部監査を実施するための体制を整備
する。

（2）	�当社は、内部監査部門として独立した専門組織を設置し、当
社およびその子会社のすべての業務活動を対象として内部
監査を実施する。

（3）	�当社は、内部監査に係る基本的事項を規定する内部監査規
程ならびにリスクの種類および程度に応じた内部監査計画
を定める。

（4）	�内部監査部門は、実施した内部監査の結果等のうち重要な
事項、監査対象部門における改善状況等を取締役会に報告
する。

6.情報管理体制（取締役の職務の執行等に係る情報の
保存および管理に関する体制）

（1）	�当社は、会社情報管理規程を定め、取締役および執行役員の
職務の執行に係る文書等（取締役会議事録および決裁書等
の重要な文書をいい、電磁的記録を含む）その他の会社情報
を適切に保存および管理する。また、取締役および監査役
は、これらの情報を常時閲覧できるものとする。

（2）	�当社およびその子会社は、グループのお客さま情報管理
基本方針に従い、当社およびその子会社の規模・特性等に応
じた適切な体制を整備する。

7.監査役監査の実効性を確保するための体制
（1）	�監査役の職務を補助すべき使用人、当該使用人の独立性お

よび当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制
	 ①�当社は、監査役の職務を補助するため、監査役室を設け専

任の職員を置く。
	 ②�取締役は、監査役室の独立性に配慮し、監査役室の組織変

更、上記職員の人事異動および懲戒処分を行うにあたっ
ては監査役会の同意を得るほか、上記職員の人事考課に
ついては監査役会が定める監査役と協議の上行う。

（2）	�監査役への報告に関する体制
	 ①�取締役および執行役員は、職務執行に関して重大な法令・

定款違反もしくは不正行為の事実、または会社に著しい
損害をおよぼすおそれのある事実を知った時は、直ちに
監査役会に報告しなければならない。

	 ②�取締役および執行役員は、事業・組織に重大な影響をおよ
ぼす決定、内部監査の実施結果、内部通報状況、その他監
査役に報告を行う事項の報告について、監査役との協議
により定める方法により、遅滞なく監査役に報告する。

	 ③�当社およびその子会社の役職員等は、経営上重大な法令
違反、社内規定違反、不適切な行為またはこれらのおそれ
のある行為について、持株会社および当社の監査役に直
接内部通報することができるものとする。

	 ④�当社およびその子会社は、①～③の報告をした者につい
て、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
わない。

（3）	�その他
	 ①�当社は、監査役が、取締役会のほか、経営会議その他の重

要な会議に出席できることを、関連する規程等において
明記する。

	 ②�取締役会長、取締役社長および代表取締役は、監査役会と
定期的に、当社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備
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社内の監査
監査役による監査と内部監査部による内部監査を実施して
います。
監査役と内部監査部が連携し監査結果を相互に活用するな
ど、監査の実効性を一層向上させることに努めています。

内部監査の目的
「MS&ADインシュアランス グループ 内部監査基本方針」
に基づき、内部監査態勢を整備し、他部門から独立した立場
で内部監査を専門的に実施する内部監査部を設置していま
す。内部監査は、経営目標の効果的な達成を目的として、内
部管理態勢の適切性と有効性を検証し、課題の改善に向け
た提言を行っています。

内部監査の対象
内部監査の対象は、当社および当社の子会社・関連会社にお
けるすべての業務活動です。具体的には、本社部門、営業部
門、損害サポート部門、海外部門および国内・海外の子会社・
関連会社を監査対象としています。内部監査部がこれらの
監査対象組織や業務に対するリスク評価を行った上で、取
締役会が各年度の「内部監査計画」を決定しています。

内部監査の実施
内部監査部は、取締役会が決定した「内部監査規程」および

「内部監査計画」に基づき、部支店等の部署ごとに行う定例
的な内部監査や、特定の業務領域等を対象として組織横断
的に行う内部監査、財務報告に係る内部統制手続に関する
内部監査等を実施しています。

内部監査結果の通知・報告
監査実施後、内部監査部は監査対象組織に内部監査結果を
通知して課題の是正・改善を求め、監査対象組織からの改善
計画や進捗状況の報告等に基づき、是正・改善状況を確認し
ています。
さらに、内部監査結果に基づき本社所管部等に情報提供や
改善提言を行うとともに、内部監査結果および改善状況等
を定期的に取締役会および経営会議に報告しています。

社外の監査等
会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）による外部監査（会
社法・金融商品取引法に基づく会計監査）や、保険業法に基
づく金融庁の検査等を受けています。

内部監査

指示報告

内部監査部

営業課支社・保険金
お支払センター

海外拠点本社各部部支店

子会社・
関連会社

〈営業部支店・
損害サポート部〉

監査役会

会計監査人

監査取締役会

経営会議

指示報告

報告

指示報告 監査

連
携

担当役員

【監査体制・組織図】

社内外の監査
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当社は、2017年6月に策定・公表した「お客さま第一の業務運営に関する方針」を、2024年4月に「お客さま本位の業務運営に
関する方針」（以下「方針」）に改定しました。
方針に基づき、社員一人ひとりが「お客さま本位の業務運営」に取り組んでいきます。
2023年度の具体的な取組状況は、当社オフィシャルWebサイト（https://www.ms-ins.com）で公表しています。
なお、方針は、消費者庁の「消費者志向経営」の取組み（注）に沿っています。当社はお客さまの視点に立ち、消費者志向経営に誠実
に取り組みます。

（注）�消費者志向経営の詳細は、消費者庁ホームページ（https://www.caa.go.jp/consumers/consumer_oriented_management/）でご確認ください。

方針１．最適な商品・サービスの提供
◦お客さまのリスクとニーズを把握し、意向に沿った最適な商品・サービスの提供に努めます。
◦お客さまに合わせたわかりやすい説明や希望に沿った説明方法により、適切な保険募集に努めます。
◦適切な保険募集を通じて、お客さまに最適な商品・サービスを提供し続けるため、代理店とともに品質向上に取り組みます。

方針２．�安心と信頼の事故対応
◦事故に遭われたお客さまや、事故のお相手の思いに寄り添った事故対応を行います。
◦事故が発生した際は、適正な保険金の迅速なお支払いに努めます。
◦�自然災害が発生した際は、迅速に保険金をお支払いし、被災者の生活再建支援および被災地域の復興に貢献できるよう努め

ます。

方針３．�お客さまの声を基にした商品・サービスの開発・改善
◦持続的かつ安定的に提供できる商品・サービスの開発に努めます。
◦�社会環境や技術進展等の変化に伴う新しいリスクや多様化するお客さまのニーズ・課題に迅速かつ柔軟に対応した商品・

サービスの開発に努めます。
◦お客さまからの要望や苦情等を真摯に受け止め、商品・サービスの適時・適切な改善に努めます。

方針４．お客さまの利益を不当に害さないための適切な業務運営
◦�あらゆる場面で法令や社会規範等を遵守し、かつ、お客さまの利益を不当に害さないことに高い意識と価値観を持った

業務運営を行います。
◦「利益相反管理方針」を正しく理解し遵守するとともに、利益相反のおそれがある取引を適切に管理します。

方針５．お客さま本位の企業風土の醸成・定着
◦社員一人ひとりが行動指針（５つのバリュー）（※）を常に意識し、行動します。
◦「お客さまの最善の利益の追求」に高い価値観を置く企業風土の醸成・定着を図ります。

（※）行動指針（5つのバリュー）：お客さま第一、誠実、チームワーク、革新、プロフェッショナリズム

▶�「お客さま本位の業務運営」の実践に向けた社員の具体的な行動の例については、当社オフィシャルWebサイト
（https://www.ms-ins.com/company/aboutus/trust）に掲載しています。

お客さま本位の業務運営に関する方針
私たちは、高度な専門性と職業倫理を保持し、お客さまに対して誠実・公平に業務を行い、「お客さまの最善の利益の追求」に
代理店とともに取り組みます。

お客さま本位の業務運営に関する方針
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お客さま

お客さまの声の受け止め

• お客さまデスク
• 保険金支払相談デスク
• 各カスタマーセンター

• 各種お客さまアンケート
• オフィシャルWebサイト

代理店

• 営業部支店・課支社
• 損害サポート部・保険金
お支払センター

関連事業会社

お客さまの声を基にした業務改善の取組み
お客さまの声

お客さまの声にお応えした商品・サービスの提供

お問合せ・ご相談・
ご要望・苦情・紛争・
おほめ・感謝など

お客さまの
声の分析

STEP
課題の抽出・
改善策の
検討

社外有識者
との

ミーティング （注）

STEP
改善効果の
検証

STEP
改善実施
状況の確認

STEP
改善策の
実施

STEP
改善策の
提言・指示

経営

企業
品質部

STEP

本社各部

企業品質部

（注）�社外有識者との定期的なミーティングや消費者インタビューを行い、消費者の立場からのご意見を、お客さま満足度の向上につながる商品・サービスの改善
に活かしています。

当社では、お問合せ・ご相談・ご要望・苦情・紛争・おほめ・感謝などの当社に寄せられるすべての声を「お客さまの声」と定義し、
全社員がお客さまの声に対して迅速・適切・真摯に対応することを基本姿勢として定めています。
社員一人ひとりがお客さま本位の実践に向け、各種窓口やお客さまアンケートを通じて寄せられるすべてのお客さまの声に
真摯に耳を傾け、全社一体となって商品・サービスの改善に取り組んでいます。
また、2007年に国内の保険会社で最初に、国際規格「ISO10002（品質マネジメントー顧客満足ー組織における苦情対応の
ための指針）」に適合した苦情対応マネジメントシステムを構築し、お客さまの声を基にした自主的な改善活動に取り組んで
います。

保険金支払相談デスク
保険金支払相談デスクでは、当社からお支払いする保険金に
関するご相談や苦情に、専門のスタッフが親切・丁寧に対応
しています。

0120-288-861（無料）
電話受付時間	 9:00 〜 17:00（平　日）
※土日・祝日・年末・年始は休業させていただきます。

お客さまデスク
お客さまデスクでは、商品や契約手続に関する一般的な
お問合せ、ご相談や苦情に、迅速かつ的確に対応しています。
また、横浜・大阪・札幌の3拠点に設置し、いずれかの拠点で機
能が停止した場合にも、相互にバックアップできる体制を整
えています。

0120-560-611（無料）
電話受付時間	 9:00 〜 18:00（平　日）
	 9:00 〜 17:00（土日祝）
※�電話受付時間は変更となる場合があるため、オフィシャルWeb

サイトでご確認ください。
※年末・年始は休業させていただきます。

保険募集活動から保険金支払業務に至るまで、幅広く「お客さまの声」をお聞きする窓口を設置し、年間約74万件の電話による
各種相談・苦情等に対応しています。また、チャットサポートやFAQ（注）、AI自動音声（ボイスボット）やお問合せフォーム等の
デジタルツールを拡充し、お客さまの知りたい情報を24時間365日ご提供しています。これらの窓口の充実をはじめと
して、お客さまの声が迅速かつ確実に経営および関係各部に報告される態勢を構築しています。

（注）お客さまからよくいただくご質問

お客さまの声（ご相談・苦情）の受付窓口
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お客さまの声に応える取組みの全体像
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当社は、寄せられたお客さまの声を信頼獲得のための重要な情報であると認識し、苦情を真摯に受け止め、業務改善に努める
とともに、お客さま満足度の向上に取り組んでいます。

お客さまアンケート結果
お客さまの期待やニーズを積極的にお聞きし、品質向上につなげるため、ご契約いただいたお客さまや保険金をお支払いしたお
客さまを対象に「お客さまアンケート」を実施しています。
アンケートの回答結果に基づいて、当社全般に対する「会社推奨度」、当社代理店に対する「代理店推奨度」および当社事故対応
全般に対する「事故対応会社推奨度」等を算出しています。

【お問合せの受付状況と主なご相談内容】

保険商品・保険料
5.7%
ご契約内容
16.0%

保険事故
11.7%

その他
5.2%

合　計
721,268件

（お客さまデスク・保険金支払相談デスク合計）

ご契約内容の
お手続
61.5%

2023年度のお客さまの声の受付状況と、その主な内容は以下のとおりです。
お客さまの声の概況

【苦情の受付状況と主な内容】

合　計
15,719件

保険の契約・募集
16.5%

契約の管理
16.5%

その他
11.6%

お客さまの情報管理
0.7%

保険金支払
54.7%

※端数処理の関係で上記円グラフの割合の合計が100%にならない場合があります。

お客さまの声の受付状況と主な内容（2023年度）

会社推奨度（2023年4月～2024年3月）

質問：�仮に保険加入を検討しているご家族や友人・知人の
方がいらっしゃったら、三井住友海上をどの程度お
すすめしたいと思いますか。

回答数 345,285

10、9評価 35.7%

※�10～0の11段階評価のうち上位2段階（10、9評価）の割合を表示して
います。

事故対応会社推奨度（2023年4月～2024年3月）

回答数 144,693

「紹介したい」「当社を選ぶ」 55.5%

※�4区分のうち最上位の「紹介したい」（または「当社を選ぶ」）と回答した合
計割合を「事故対応会社推奨度」として表示しています。

代理店推奨度（2023年4月～2024年3月）

質問：�仮に保険加入を検討しているご家族や友人・知人の
方がいらっしゃったら、ご契約の「代理店」をどの程
度おすすめしたいと思いますか。

回答数 295,483

10、9評価 40.5%

※�10～0の11段階評価のうち上位2段階（10、9評価）の割合を表示して
います。

＜ご参考＞

お客さま満足度 97.1%

※�「満足」「やや満足」の合計割合を「お客さま満足度」として算出しています。

事故対応満足度 95.2%

※�「満足」「ほぼ満足」の合計割合を「事故対応満足度」として算出しています。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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お客さまの声の受付状況
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お客さまの声 改善結果

チャットボットで解決しなかったことについて、オペ
レーターに相談したいが、電話で直接話すことが苦手な
ので、電話以外の手段で対応してほしい。

チャットサポートに「オペレーターへチャット相談」ボ
タンを設置し、一般的な自動車保険の相談に、有人
チャットサービスを導入しました。

お客さまの声 改善結果

自然災害時の損害状況確認日をいつでも簡単に予約で
きるようにしてほしい。

自然災害で被災されたお客さまの損害状況確認が必要
な場合、お客さまがスマートフォンからご希望日時を予
約できる「訪問日時予約システム」をリリースしました。
Web上で訪問日時変更も可能です。

お客さまの声 改善結果

新たにドライブレコーダー付き自動車保険の加入を検
討したい。ドライブレコーダー付き自動車保険に入りや
すくしてほしい。

「見守るクルマの保険」の更改契約向け割引「ドラレコ継続
割引」に加え、新規契約の保険料を2％割引する「ドラレコ
新規割引」を新設しました。

「お客さまの声」を基にした業務改善事例

持
続
可
能
な
社
会
に
向
け
た
活
動

業
績
デ
ー
タ

会
社
概
要

M
S
&
A
D
イ
ン
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス 

グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て

商
品・サ
ー
ビ
ス
体
制
に
つ
い
て

三
井
住
友
海
上
の
経
営
に
つ
い
て



53

そんぽADRセンター
当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会（以下「損保協
会」）と手続実施基本契約を締結しています。
損保協会では、損害保険に関する一般的な相談のほか、損害保険会社の業務に関連する苦情や紛争に対応する窓口として、「そ
んぽADRセンター」（損害保険相談・紛争解決サポートセンター）を設けています。受け付けた苦情については、損害保険会社に
通知して対応を求めることで当事者同士の交渉による解決を促すとともに、当事者間で問題の解決が図れない場合には、専門
の知識や経験を有する弁護士等が中立・公正な立場から和解案を提示し、紛争解決に導きます。
当社との間で問題を解決できない場合には、「そんぽADRセンター」にご相談いただくか、解決の申立てを行うことができ
ます。

「そんぽADRセンター」の連絡先は以下のとおりです。

ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）  0570-022808
受付時間:月〜金曜日（祝日・休日および12月30日〜1月4日を除く）の午前9時15分〜午後5時

※電話リレーサービス・IP電話からは、以下の直通電話へおかけください。
名称 所在地 直通電話

そんぽADRセンター東京 東京都（千代田区） 03-4332-5241

そんぽADRセンター近畿 大阪府（大阪市） 06-7634-2321

詳しくは、損保協会のホームページをご覧ください。
（https://www.sonpo.or.jp）

一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構
自賠責保険（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払いをめぐる紛争の、公正かつ適確な解決を通して、被害者の保護を図るた
めに設立され、国から指定を受けた紛争処理機関として、一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構があります。同機構で
は、自動車事故に係る専門的な知識を有する弁護士、医師、学識経験者などで構成する紛争処理委員が、自賠責保険（自賠責共
済）の支払内容について審査し、公正な調停を行います。同機構が取り扱うのは、あくまで自賠責保険（自賠責共済）の保険金

（共済金）の支払いをめぐる紛争に限られますので、ご注意ください。
詳しくは、同機構のホームページ（https://www.jibai-adr.or.jp）をご参照ください。

公益財団法人 交通事故紛争処理センター
自動車保険の対人・対物賠償保険に係る損害賠償に関する紛争を解決するために、相談・和解のあっせんおよび審査を行う機
関として、公益財団法人 交通事故紛争処理センターがあります。全国11ヵ所において、専門の弁護士が公正・中立な立場で相
談・和解のあっせんを行うほか、あっせん案に同意できない場合は、法律学者、裁判官経験者および弁護士で構成される審査
会に審査を申し立てることもできます。
詳しくは、同センターのホームページ（https://www.jcstad.or.jp）をご参照ください。

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関

「そんぽADRセンター」以外の損害保険業界関連の紛争解決機関

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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リスク管理に関する基本方針
複雑化・多様化する経営上のリスクに的確に対応し、お客さ
ま、株主、その他すべてのステークホルダーへの責任を果た
すため、リスクの正確な把握・評価と適切な管理に努めてい
ます。

リスク管理方針
当社は、MS&ADインシュアランス グループの一員とし
て、持続的成長と企業価値向上を追い続ける世界トップ水
準の保険・金融グループの創造という経営ビジョンを共有
し、その実現を阻害するあらゆる不確実性を「リスク」と捉え、
リスク管理態勢を整備し、リスク管理を経営の最重要課題
として取り組んでいます。
当社では、「MS&ADインシュアランス グループ リスク管理
基本方針」に沿って、取締役会で「三井住友海上火災保険株式
会社 リスク管理方針」を制定し、リスク管理を行っています。

リスク管理体制
全社のリスク管理を統括する統合リスク管理部門とERMお
よびリスク管理に関する課題別委員会であるERM委員会を
設置し、重要なリスク情報はERM委員会での審議を通じて、
取締役会等に報告する体制を取っています。
またリスク管理を適切に行うために、第一から第三の防衛線
を持つ「3ラインディフェンス」態勢を構築しています。
第一の防衛線は、営業部門、損害サポート部門等の業務執行
部門と、本社各部が担っています。本社各部は一次リスク管
理として、所管する業務に係るリスクを直接コントロール
し、統合リスク管理部門や経営等に把握したリスクやリスク
管理の状況を報告しています。
第二の防衛線は、統合リスク管理部門である企業品質部、コ
ンプライアンス部、国際管理部およびリスク管理部が担って
います。統合リスク管理部門は、二次リスク管理として、本社

ＥＲＭサイクルをベースとする経営
MS&ADインシュアランス グループでは、「中期経営計画（2022-2025）」の基本戦略を支える基盤の一つとして、ERMを位置付
け、リスク・収益（リターン）・資本のバランスを取った経営資源配分により、企業価値向上に取り組んでいます。
当社でも、「中期経営計画（2022-2025）」の基本方針・重点課題を支える経営基盤としてERMを設定し、リスク・リターン・資本の
一体的管理を通じて、財務健全性の確保を前提に、資本効率の向上をめざし、取組みを推進しています。

各部による一次リスク管理のモニタリングを行い、リスク管
理部は、定量・定性両面から統合リスク管理を行い、ERM委員
会等へその結果を報告しています。
第三の防衛線は、内部監査部門が担っており、第一および第
二の防衛線で実施されているプロセスの有効性を、内部監査
により評価しています。

統合リスク管理
当社は、多様なリスクを総合的に把握し、リスクへの対応を
漏れなく行うこと、重要なリスクへ優先的かつ重点的に対
応すること、必要な資本を確保することを目的として、定
量・定性の両面から当社全体のリスク状況を管理する統合
リスク管理を行っています。
定量的な管理

「保険引受リスク」や「資産運用リスク」などのリスク量を確
率論的手法（VaR）（注）により計量し、会社全体のリスク量と
経営体力（資本）を対比することで、資本が十分に確保され
ているかを把握・管理しています。
リスクの計量にあたっては、大規模な自然災害や金融市場
の混乱等を想定した損失額を推計し、通常では考えにくい
潜在リスクを検証しています。
さらに、ストレステストとして、大規模な自然災害の発生や
資産運用に係る著しい環境変化等を想定して、ストレス発
生時の影響を確認しています。

（注）�VaR:バリュー・アット・リスク=一定の確率の下で被る可能性のある予
想最大損失額

定性的な管理
当社のリスク特性や外的環境の変化等を踏まえ、毎年想定
されるリスクを洗い出し、重点的に対応すべきリスクを明
確にしています。経営に影響度が高い場合は、そのリスクの
所管部がリスク管理の取組計画を策定し、統合リスク管理
部門でその取組状況等のモニタリングを行い、取締役会等
へその結果を報告しています。

【MS&ADインシュアランス グループのERMサイクル】
持続的な利益成長に向けた
内部投資・外部投資を実施

経済合理性検証を
実施しつつ保有可能な
リスク量を明確化

バランス
適正水準の

安定的確保を前提に
資本をコントロール

資本効率
修正ROE10%以上を
安定的に達成
（資本コスト7％）

収益性
ROR・VAの年度別
計画値の達成

健全性
ESR180%～250%

を確保

収益
（リターン）

リスク資本

経営ビジョン

リスク選好方針

持続的成長と企業価値向上を追い続ける
世界トップ水準の保険・金融グループを創造します

中期経営計画

企画フェーズ

モニタリングフェーズ

ERMサイクル

戦略策定（リスクテイクの方向性設定）
収支計画の検討・策定
資本配賦額の確定

リスク選好方針との整合性確認

リスクモニタリング
経営への報告

執行フェーズ
リスクテイクの実施
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資産運用リスク
当社は、資産運用に関するリスクを「市場リスク」「信用リス
ク」「不動産投資リスク」の3つに分類し、各々の特性に応じ
て次のように管理しています。
なお、資産運用リスクに係る管理体制は、資産運用担当部門
から独立したリスク管理部門を設置し、けん制機能を確保
しています。
市場リスク
金利・株価・為替などの変化により保有資産や負債の価値が
変動し、損失を被るリスクです。
当社は、リスク量（VaR）の上限値の設定、市場環境の変化に
対する感応度の把握やリスク状況のモニタリング等により
管理しています。
また、積立保険等の長期性の保険契約に対応する資産の運
用については、ALM（資産・負債の総合管理）を行い、安定的
な収益の確保に努めています。
信用リスク
与信先の財務状況の悪化等により、資産価値が減少または
消失し、損失を被るリスクです。
融資の実行や社債の購入等、与信を行う場合には、厳格な分
析・審査を行っています。また、リスク量（VaR）の上限値を
設定するとともに、リスクの集積を回避するため個別企業・
グループごとに与信限度額を設定し、モニタリングを行っ
ています。
不動産投資リスク
市況の変化等に起因した収益の減少や、不動産価格自体の
変動により損失を被るリスクです。
当社は、投資利回り、含み損益のモニタリング等により管理
を行っています。

主要なリスクとその管理体制
保険引受リスク
保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が保
険料設定時の予測に反して大きく変動し、お支払いする保
険金が増大するリスクです。
当社は、リスクの特徴や負債特性を十分に分析し、適切な保
険料率の設定・運営を行うとともに、社会・経済の環境変化
や自然災害等に備え、準備金を確保しています。さらに、適
切な再保険の設定により、将来にわたって安定的で健全な
保険引受・保険金支払いができる態勢を整えています。ま
た、保険引受リスクを「一般保険リスク」「巨大リスク」「自然
災害リスク」に分類し、これらを管理する手続やコントロール
手法等を定めています。
一般保険リスク
下記の「巨大リスク」「自然災害リスク」以外の保険引受リス
クです。
当社は、保険種目別の収支管理を徹底しており、会社経営に
重大な影響を与えるリスクの増大を認めた時には、商品を
改廃したり、引受基準や販売方針を変更するなど、適正な水
準にコントロールしています。
巨大リスク
個別の契約または契約群に大規模な保険事故が発生し、巨
額の支払いが顕在化するリスクです。当社は、個別のリスク
ごとに、実地調査等により最大予想損害額（PML）を推定
し、必要に応じた適切な再保険を設定することで、1事故あ
たりの正味保有損害額を一定金額以内に抑制しています。
自然災害リスク
地震や台風等の自然災害によって、不特定多数の契約に大
規模な広域集積損害が発生するリスクです。当社は地震お
よび台風において、確率論的手法に基づくリスク計量によ
り最大予想損害額（PML）を推定しています。異常危険準備
金の積立状況等を勘案し、適切な再保険の設定により、 
1事故あたりの正味保有損害額の軽減を図っています。

監
査
役
会

内
部
監
査
部
門

〈一次リスク管理〉
本社各部

業務執行
部門

担当役員担当役員

保険計理人

監査
監視

監査
〈二次リスク管理〉
統合リスク管理

部門

取締役会
（リスク管理方針・体制の決定・経営重要事項の監督）

経営会議
（重要事項の協議・報告）

ERM委員会

モニタリング
報告

＜第二の防衛線＞ ＜第一の防衛線＞

＜第三の防衛線＞報告

報告

業務報告

報告指示

指示リスク報告

指示

指示

報告

内部監査報告

報告
提言

けん制

意見書

担当役員

【リスク管理体制】

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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流動性リスク
「資金繰りリスク」と「市場流動性リスク」の2つに分類され
ます。
当社は、流出入金の正確な把握に努め、適切な資金繰りの管
理を行っています。また、巨大災害発生時の保険金支払いに
備え、必要な流動性資産が十分に確保されるよう管理して
います。
資金繰りリスク
財務内容の悪化等による保険料収入の減少や巨大災害での
資金流出等により資金繰りが悪化し、資金の確保に通常よ
りも著しく不利な条件での取引を余儀なくされることによ
り、損失を被るリスクです。
市場流動性リスク
市場の混乱等により、市場で取引ができなかったり、通常よ
り著しく不利な価格での取引を余儀なくされることによ
り、損失を被るリスクです。

オペレーショナルリスク
業務プロセスあるいは社員・代理店・外部委託先の活動やシ
ステムが不適切であること、または災害等の発生により損
失を被るリスクです。主なオペレーショナルリスクには、

「事務リスク」「情報資産リスク」「法務リスク」「事故・災害リ
スク」「人的リスク」「風評リスク」があります。
事務リスク
社員や代理店等が適切な事務を行わなかったり、事故・不正
等を起こすことにより、損失を被るリスクです。
当社は、規定・マニュアルを整備し、不具合の発生や環境変
化に応じて適宜見直すなど、コンプライアンスの推進と一
体となって適切な事務の遂行に努めています。また、各部門
による自主点検、管理部門による研修・指導およびルールの
遵守状況のチェックなど、態勢強化に取り組んでいます。
情報資産リスク
お客さま情報や会社情報の漏えい、毀損およびこれらの情
報を処理・管理するコンピュータシステム等のダウン、誤作
動、不正使用などにより損失を被るリスクです。
当社は、情報システムの安全確保とお客さま情報・会社情報
の漏えい防止のため、「お客さま情報管理規程」「会社情報管
理規程」「情報システム安全対策基準」などを策定し、情報資
産の保護に努めています。また、首都直下地震やコンピュー
タ犯罪等、巨大リスクに対するコンティンジェンシープラ
ンを整備し、危機対応を明確にしています。
法務リスク
企業経営において発生する損害賠償や債務不履行等の民事
責任、刑事責任および行政上の責任を負うリスクです。
当社は、業務執行中に不測にも法律上の責任を負うことの
ないよう、法務チェック体制を強化しています。

事故・災害リスク
自然災害や事故、犯罪によって、役員・社員の生命・身体や会
社資産に損失を被る、あるいは第三者に対する賠償責任を
負うリスクです。
当社は、役員・社員の生命・身体や会社資産に損失を被る災
害や事故、犯罪に対する未然防止と発生時の的確な対応を
行っています。
人的リスク
人事運営上の不公平・不公正・差別的行為により損失を被る
リスクです。
当社は、全部支店を対象にした人的リスク管理能力向上を
図る研修・教育等を実施し、適切な管理を行っています。
風評リスク
当社に対する中傷や風説の流布等が発生し、信用や評価が
著しく低下することにより損失を被るリスクです。
当社は、このような損失を被ることのないよう、適切な管理
態勢を整備しています。

海外事業リスク
海外事業に係る保険引受リスク・事務リスク等のさまざま
なリスクが発現することにより損失を被るリスクです。
当社は海外事業に係るリスクについて、海外事業所管部（海
外事業部、アジア生保部）および他の本社各部で一次リスク
管理を行い、リスク管理部および国際管理部が二次リスク
管理を行っています。

子会社・関連会社リスク
国内および海外の当社グループ会社において、保険引受リ
スクや事務リスク等のさまざまなリスクが発現することに
より、お客さまに対する業務品質が低下したり、当社グルー
プの健全性が脅かされるリスクです。
各グループ会社は自己責任の原則に基づき自らの健全性確
保に努めるほか、当社もグループ会社のリスク管理体制の
強化に向けた支援・指導を行い、グループ全体の健全性確保
に努めています。

危機事象への対応体制
当社は、通常のリスク管理とは別に、非常時の管理体制とし
て「危機管理マニュアル」に基づく危機管理体制を構築して
います。
さらに、想定する危機のうち、事業継続に影響を与えるもの
に対しては、事業継続計画（BCP）を策定し、事業継続マネジ
メント（BCM）に取り組んでいます。
有事においては「危機対策本部」を設置して迅速かつ的確な
対応を行うとともに、平時から推進組織として実務者による
会議体を組成し、PDCAサイクルを確実に回すことで実効性
を確保し、危機の回避と抑制に努めています。
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第三分野保険に係る責任準備金の
積立ての適切性を確保するための考え方

保険会社では、保険契約に係る将来の債務の履行に備える
ため、責任準備金を積み立てています。その中で、終身医療
保険や介護費用保険等の第三分野保険については、医療
政策等の外的要因による影響を受けやすく、かつ保険期間が
長期にわたる商品が多いことから、長期的な不確実性を有
しています。
これらの不確実性（リスク）を考慮した適切な責任準備金の
積立水準を確保するため、「ストレステスト」「負債十分性テ
スト」により責任準備金の水準を確認し、不足が認められた
場合には責任準備金を追加して積み立てることとしていま
す。

ストレステスト
ストレステストは、平成10年大蔵省告示第231号および
社内規定に従い、保険期間が長期の第三分野保険を対象に、
責任準備金の基礎とした事故発生率がリスクをカバーして
いるかを契約区分ごとに確認するものです。具体的には、保
険成績に基づいて推定した将来の保険金と責任準備金の
基礎とした事故発生率に基づく将来の保険金（予定保険
金）とを比較して、後者の方が小さければ、危険準備金Ⅳ（第
三分野保険の保険リスクに備える危険準備金）を積み立て
るものです。

負債十分性テスト
負債十分性テストは、ストレステストの結果、責任準備金の
基礎とした事故発生率では、通常の予測の範囲内の保険金
支払いができない場合に、平成12年金融監督庁･大蔵省告
示第22号に従って責任準備金の水準を確認し、不足が認め
られた場合には責任準備金（保険料積立金）を追加積立する
ものです。

�テストに使用する事故発生率等の
設定水準の合理性および妥当性

ストレステスト・負債十分性テストに使用する事故発生率・
事業費率・保険契約継続率などは当社の過去の実績を基に、
保険数理の方法を用いて合理的かつ妥当なものとして設定
しています。
ストレステストにおける事故発生率については、事故発生
率が変動することによる保険金の増加を99%の確率でカ
バーする水準に対応したものとし、負債十分性テストの事
故発生率は97.7%の確率でカバーする水準に対応したも
のとして設定しています。

テストの結果
2023年度決算においてストレステストを実施した結果、
責任準備金の基礎とした事故発生率はリスクをカバーして
おり、責任準備金の水準に不足がないことを確認できたた
め、危険準備金Ⅳの積立ておよび責任準備金（保険料積立金）
の追加積立は行っていません。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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再保険とは
保険事業は、同質で互いに独立した同じような大きさのリ
スクを数多く集めることにより、事故の発生する確率がほ
ぼ一定になるという「大数の法則」を前提に成り立っていま
す。
一方、実際の損害保険では、対象リスクが多様であるほか、
保険金額も大小さまざまであるため、大数の法則をより働
きやすくするには、リスクの平準化が必要です。さらに、
地震や台風等の大規模な自然災害が発生すると、保険金の
支払総額が大きく膨らむおそれがあることから、対策を講
じておくことが不可欠です。
損害保険会社では、これらの事業特性を踏まえ、引き受けた
リスクの一部または全部について、他の保険会社に保険を
かけることで、自社が保有するリスク量をコントロールし、
経営の安定を図っています。このような保険会社間の保険
取引が「再保険」であり、再保険によって相手方にリスクを
移転することを「出

しゅっさい
再」、逆に再保険によってリスクを引き

受けることを「受
うけさい

再」といいます。また、出再・受再を考慮し
最終的に自社が負う保険責任を「正味保有」といいます。

再保険の役割
経営の健全性の維持
経営破綻を避けることは言うまでもなく、異常災害の発生
後もお客さまの保険ニーズに安定的に応えるためには、自
社で保有するリスク量に対して自己資本に一定余裕のある
状態を維持することが必要です。
このため、リスク量が大きい国内自然災害リスクをはじめ、

自社で保有するリスク量を適正水準にコントロールし、経
営の健全性を維持することを最優先事項と位置付けて再保
険の方針を策定しています。

保険引受利益の安定
損害保険事業は、偶然な大災害による年度ごとの収支変動
を完全に避けることができませんが、企業の安定的な成長
といった経営上の観点から、保険引受利益の安定化を図る
ことが重要です。国内外で巨大リスクや自然災害リスクを
引き受けている当社は、巨大災害発生時に備えて積み立て
ている異常危険準備金の効果も考慮しつつ、効率的な出再
によって正味保有額を平準化し、あわせてリスク分散した
受再を推進することで、安定したポートフォリオを構築
し、収支の安定を図っています。

資本効率の向上
当社は、出再を活用してリスク量を適切にコントロールし
ています。仮に、出再することなく現在と同レベルの経営
の健全性を確保しようとすれば、事業規模を大幅に縮小す
るか、より多額の自己資本が必要になります。リスクの種
類・特性に応じた出再は、経営の健全性確保に必要な自己
資本を効率的に削減し、資本効率を改善する効果がありま
す。また、当社は多数の国内リスクを元受していますが、
それとは相関がない海外リスクの元受および受再を拡大
することで、リスク分散を図り、資本を有効活用していま
す。このように、出再によるリスク量の削減と受再による
リスク構造の調整を効果的に組み合わせることで、資本効
率の向上を図っています。

①元受ポートフォリオは不揃い ②出再によって平準化

③さらに受再によって
　分散と均整を追求

元受ポートフォリオ 出再後のポートフォリオ

足りない分を
補う

出再

保有

出再＋受再後のポートフォリオ

受再 受再 新規に
追加する
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当社の再保険方針
保有・出再の方針
自己資本や当期利益の水準、再保険市場の環境等を踏まえ、
保険種目や地域ごとのリスク特性、契約量、損害率等に応じ
て適切な正味保有額と出再スキーム（出再額、出再方式）を
決定しています。特に、自然災害リスクについては、保険引
受リスクに占める割合が高く、経営に大きく影響を与える
ため、計量モデルを用いてリスクの定量評価を行った上で、
異常危険準備金を含めた資本の状況、巨大災害が発生した
後の引受能力の維持、資産運用リスクとの相関等を考慮し
ながら、効率的・安定的な正味保有水準と出再スキームを設
定しています。
また、当社の国内自然災害リスクと他の保険会社の海外自然
災害リスクを交換取引することで、効率的に国内自然災害リ
スクを削減しています。あわせて、証券化を活用して国内自
然災害リスクを資本市場に移転するなど、キャパシティの調
達手段の多様化を図り、安定性の向上にも努めています。

受再の方針
当社のリスク構造や収支構造を考慮すると、海外リスクの
受再拡大が資本の効率的な活用に有効です。そのため、過去
の引受経験や種目特性、市場構造を踏まえ、海外リスクの受
再を推進しています。具体的には、再保険市場へのアクセス
が容易であることなどの観点から、海外市場に所在する子
会社を通じて受再を行っており、市場の料率動向に留意し
つつ、地域分散を重視して引受けの拡大を図っています。
各種目とも、経営の健全性に与える影響を考慮して引受け
の上限額を設定し、また主要な集積危険に関する予想最大
損害額を管理するなど、リスク管理に十分留意した上で、収
益性を重視した引受けに努めています。

再保険取引に関わる信用リスク管理
再保険取引において、リスクの出再者は出再先の信用リス
クを負うことになります。当社は、出再先の債務不履行を
回避しつつ、長期安定的な再保険取引を構築する観点か
ら、出再先の選定にあたって、財務の健全性を重視し、原則
として格付機関からA以上の格付を取得・維持しているこ
とを適格要件としています。また、再保険契約締結後も、
全出再先の格付や債権債務残高を継続的にモニタリング
するなど、再保険取引に関わる信用リスク管理を徹底して
います。
特に、リスク量が大きい国内自然災害については、万一出
再先が債務不履行となり再保険金の回収が不能となった
場合、経営の健全性・安定性に影響をおよぼすおそれがあ
ります。こうした経営への影響を回避するため、特定の出
再先への出再の集中に関する基準や、出再先の格付等に応
じて出再限度額を定めるなど、定量的な信用リスク管理も
行っています。

出再先保険会社の数と出再保険料上位 5社の割合（注1）

出再先保険会社の数（注2） 全出再保険料のうち上位5社の出再先保険会社への出再割合
2022年度 193 （0） 47.2% （0.0%）
2023年度 197 （0） 40.9% （0.0%）

（注1）表の（　）内の数値は、第三分野保険に関する数値を表しています（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした保険契約に限ります）。
（注2）特約再保険の再保険料を1,000万円以上支払っている出再先保険会社（再保険プールを含む）を対象にしています。

出再保険料の格付ごとの割合（注3）（注4）

格付区分 A以上 BBB以上A未満 その他（格付なし・不明・BBB未満） 合計

2023年4月末 99.4%（0.0%） 0.0%（0.0%） 0.6%（0.0%） 100.0%（0.0%）
2024年4月末 99.2%（0.0%） 0.0%（0.0%） 0.8%（0.0%） 100.0%（0.0%）

（注3）特約再保険を出再している出再先保険会社（再保険プールを含まない）を対象としています。
（注4）表の（　）内の数値は、第三分野保険に関する数値を表しています（ただし、保険業法施行規則第71条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした保険契約に限ります）。

格付区分は、以下の方法により区分しています。
<格付区分の方法>	  �①原則Standard & Poor's社（以下、「S&P社」）の格付を使用しています。
		   ②�S&P社の「A以上」の格付がない場合において、A.M. Best社、Moody's社いずれかの「A以上」の格付が確認できる場合には、当該格付を使用してい

ます。また、S&P社の「BBB以上A未満」の格付がない場合において、A.M. Best社、Moody's社いずれかの「BBB以上A未満」の格付が確認できる場合
には、当該格付を使用しています。

		   ③格付機関別の「A以上」「BBB以上A未満」の定義は以下の通りです。
	   A以上	 　  BBB以上A未満
S&P社	 A-	 以上	 BBB-	 以上	 A-	 未満
A.M. Best社	 A-	 以上	 B++	 以上	 A-	 未満
Moody's社	 A3	 以上	 Baa2	以上	 A3	 未満
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コンプライアンスに関する基本方針
当社は、コンプライアンスに関する基本方針および遵守基
準である「MS&ADインシュアランス グループ コンプラ
イアンス基本方針（以下、「コンプライアンス基本方針」）」に
基づき、コンプライアンスの徹底に取り組んでいます。
役員・社員一人ひとりが、「三井住友海上 行動憲章」を念頭
において、法令や社内ルール等を遵守するとともに、高い
倫理観に基づいて事業活動を行っています。また、お客さま
をはじめとするすべてのステークホルダーの信頼に応える
業務運営に努めることで、保険事業者としての社会的責任
を果たしていきます。

コンプライアンス推進態勢
コンプライアンス体制
コンプライアンスに関する事項を一元的に管理する組織と
して、コンプライアンス部を設置しています。
コンプライアンス部は、コンプライアンスに関する方針・社

内規定・施策の策定、推進などの役割を担うほか、法令や社
内ルール等に違反する行為およびそのおそれのある行為に
関する調査や全社的な再発防止策等を策定しています。
なお、コンプライアンスに関する重要事項については、経営
会議に準ずる会議であるコンプライアンス推進会議へ定期
的な報告を行っています。

コンプライアンス・プログラム
コンプライアンスに関する全社的かつ具体的な実践計画とし
て、「コンプライアンス・プログラム」を毎年取締役会で決定
し、具体的な取組みを推進しています。実践計画の進捗状況を
定期的にチェックし、年度途中でも必要に応じて見直すこと
としています。

「コンプライアンス・プログラム」を踏まえて、本社各部では
「コンプライアンス取組計画」を、各部支店・課支社・保険金
お支払センターでは「コンプライアンス・アクションプログ
ラム」を策定し、それぞれの組織において取組みを推進して
います。

指示 報告

監査役

経営会議

取締役会

本社各部（注）

コンプライアンス部
担当役員

コンプライアンス
推進会議

〈コンプライアンス統括部門〉
コンプライアンス部

監査

指示・
モニタリング

指示・
モニタリング

指示

報告
指示

報告

指示 報告

指示
報告

監督・指導・
支援

指示 報告
報告

営業課支社・
保険金お支払
センター

部支店

地域担当役員

〈本 社〉

内部監査部
担当役員

内部
監査

内部監査部

指示 報告

報告

指示 報告

企画チーム

調査室
営業モニタリングチーム
損サコンプライアンス推進チーム

代理店登録チーム
代理店業務企画チーム （注） 海外拠点のコンプライアンス

態勢は国際管理部が担当
コンプライアンスチーム

地域コンプライアンス部長

本社各部
担当役員

【コンプライアンス体制】　2024年4月1日現在
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スピークアップ制度（内部通報制度）
組織または個人による法令違反、社内規定違反、不適切な
行為またはこれらのおそれのある行為に関する報告ルー
ルを定めています。また、通報者の事情等により、通常の
ルートでは報告しにくいケースの受付窓口として、
MS&ADホールディングスが運営する「スピークアップ
デスク」を設けています。
さらに、経営上重大な法令違反、社内規定違反、不適切な
行為またはこれらのおそれのある行為に対しては、監査
役への通報制度を設け、違法行為等の事実を会社として
速やかに認識することにより、倫理・法令等の遵守を推進
しています。

日常業務における点検
営業部門および損害サポート部門では、あらかじめ定めら
れた日常業務に係る重要項目に関する自主点検として「業
務管理点検」を毎月実施しており、日常業務における不備
を的確に発見し、早期是正に努めています。
また、「募集・契約管理システム」「部支店内部管理システム」

「団体販売支援システム」などの点検システムを導入し、営
業課支社・保険金お支払センターにおいて不備状況を適時
適切に把握できるようにしています。点検項目を所管して
いる本社各部では、これらの点検システムを活用し、不備状
況のモニタリングを行い、不備の是正を図っています。

海外のコンプライアンス推進態勢
海外では、役員・社員の一人ひとりが、コンプライアンスを
最優先に、それぞれの国・地域の文化や慣習、歴史を尊重し、
地域の発展に貢献することを基本方針としています。
具体的には、本社の定める「コンプライアンス・マニュアル

（海外部門編）」に基づき、海外現地法人・支店等の海外拠
点それぞれが「コンプライアンス・マニュアル」を作成し、そ
の実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を毎年
策定しています。
また、それぞれの国・地域の法令に則ったコンプライアンス
推進態勢の整備・充実に努め、役員・社員に対してコンプラ
イアンスの徹底を図る教育・研修を行っています。
海外拠点におけるコンプライアンスの推進は国際管理部が
担っており、その取組状況をモニタリングするとともに、
不祥事件対応等について海外拠点への指導・支援を行って
います。
なお、海外拠点においてもスピークアップ制度（内部通報
制度）を整備し、不正行為等を速やかに把握する態勢を構築
しています。

コンプライアンス・マニュアル
「コンプライアンス基本方針」「三井住友海上 行動憲章」や
コンプライアンスに関する組織・体制などを規定した「法令
等遵守規程」のほか、役員・社員が遵守すべき法令およびそ
の事例解説等を記載した「コンプライアンス・マニュアル」
を作成し、役員・社員に対して、その内容の理解と遵守を義
務付けています。

「コンプライアンス・マニュアル」は全社共通事項を掲載し
た「共通編」と各部門の業務に関連する法令等の解説を掲
載した「部門編」に分けて作成しています。
また、社員・代理店向けの「募集コンプライアンスマニュアル」
には、保険業界の環境変化や、お
客さまに対する説明責任の履行
等の重要課題をイラスト入りで
わかりやすく記載しています。 
代理店のコンプライアンスの指
針とするだけでなく、当社代理店
指導・研修における基本的なマ
ニュアルとしても活用していま
す。

コンプライアンス教育・研修
社員・代理店に対するコンプライアンス教育を当社における
最重要テーマと位置付け、あらゆる機会を通じてコンプライ
アンスを徹底するための教育・研修を実施しています。

【コンプライアンス教育・研修体制】

役員・社員対象

役員に対するコンプライアンス研修

管理者に対するコンプライアンス教育

新入社員研修におけるコンプライアンス教育

部門別コンプライアンス研修

イントラネットによる eラーニング

部支店単位のコンプライアンス研修

代理店対象

代理店・扱者基礎研修・確認テスト

Web による eラーニング

代理店会等でのコンプライアンス研修

コンプライアンスニュースの発行
社員・代理店向けに「コンプライアンスニュース」を毎月発
行し、時宜に応じた情報発信を行っています。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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お客さま情報管理に関する基本方針および遵守基準である「MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報管理基本方
針」に基づき、お客さま情報の適切な取得、利用、保管方法などについて「お客さま情報管理規程」を定め、適正な取扱いを行っ
ています。さらに個人情報保護指針として、「個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）」を以下のとおり定め、当社オフィ
シャルWebサイト上（https://www.ms-ins.com）で公表しています。

MS&ADインシュアランス グループは、お客さま情報保護の重
要性に鑑み、また、グループの事業に対する社会の信頼をより向
上させるため、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護
法）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律（番号法）、その他の法令・ガイドライン等を遵
守して、お客さま情報を適正に取り扱うとともに、安全管理につ
いて適切な措置を講じます。
なお、本方針におけるお客さまとは、「MS&ADインシュアラン
ス グループのあらゆる活動に関わるお客さま」をいい、個人・
法人を問いません。

1.�MS&ADインシュアランス グループは、業務上必要な範囲
内で、かつ、適法で公正な手段により、お客さま情報を取得
します。また、法令に定める場合を除き、個人情報の利用目
的を通知または公表し、利用目的の範囲内で利用します。

2.�MS&ADインシュアランス グループは、法令に定める場合
を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、お客さま
の個人データを第三者に提供しません。

3.�MS&ADインシュアランス グループは、お客さまへより良
い商品・サービスをご提供するため、およびグループ会社の
経営管理のため、グループ内でお客さまの個人データを共
同利用することがあります。

4.�MS&ADインシュアランス グループは、お客さま情報の漏
えい、滅失または毀損の防止に努めるとともに、取扱規程等
の整備および安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分な
セキュリティ対策を講じます。また、外部にお客さま情報の
取扱いを委託する場合には、必要かつ適切な監督を行いま
す。

5.�MS&ADインシュアランス グループは、業務に従事してい
る者等への教育・指導を徹底し、お客さま情報の取扱いが適
切に行われるよう取り組みます。また、グループにおけるお
客さま情報の取扱いおよび安全管理に係る適切な措置につ
いては、継続的に見直し、改善します。

6.�MS&ADインシュアランス グループは、お客さま情報の取
扱いに関する苦情・相談に対し、適切・迅速に対応します。ま
た、保有個人データについて、ご本人から開示・訂正等のご
要請があった場合は、法令に基づき速やかに対応します。

7.�MS&ADインシュアランス グループは、番号法にて定めら
れている個人番号および特定個人情報について、次のとお
り取り扱います。

（1）個人番号および特定個人情報は番号法で限定的に明記
された目的以外のために取得および利用しません。

（2）上記2.にかかわらず、ご本人の同意があったとしても、番号法
で限定的に明記された場合を除き、第三者に提供しません。

（3）上記3.にかかわらずグループ内での共同利用は行いません。
（4）番号法、金融業務における特定個人情報の適正な取扱い

に関するガイドライン等を遵守し、特定個人情報の安全
な管理に努めます。

MS&ADインシュアランス グループ　
お客さま情報管理基本方針

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）【要旨】
当社は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、損害保険業に対
する社会の信頼をより向上させるため、個人情報の保護に関
する法律（個人情報保護法）、行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）、その他
の関連法令・ガイドラインや一般社団法人 日本損害保険協会
の「損害保険会社に係る個人情報保護指針」を遵守して、個人
情報を適正に取り扱うとともに、金融庁および一般社団法人 
日本損害保険協会の実務指針に従って、適切な安全管理措置
を講じます。
当社は、従業者への教育・指導を徹底し、個人情報の取扱いが
適正に行われるように取り組んでまいります。

1.個人情報の取得・利用
当社は、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により、個人情
報を取得・利用します。

2.個人情報の利用目的
当社は、取得した個人情報を、次の目的および下記6.に掲げる目的
に必要な範囲を超えて利用しません。
○保険契約の申込みに係る引受の審査、引受および履行
○�万一保険事故が発生した場合の、円滑かつ適切な保険金のお支

払い
○保険契約の維持・管理
○保険契約に付帯されるサービスの提供　　など

3.個人データの第三者への提供および第三者からの取得
（1）	�当社は、次の場合を除き、ご本人の同意なく第三者に個人デー

タを提供しません。
	 ①法令に基づく場合
	 ②�利用目的の達成および当社の業務遂行上必要な範囲内で、保

険代理店を含む業務委託先（海外にあるものを含む）に提供
する場合

	 ③�個人情報保護法第27条第2項に基づく手続（いわゆるオプ
ト・アウト）を行って第三者に提供する場合

	 ④�グループ各社、損害保険会社、国土交通省等との間で共同利
用を行う場合

（2）	�当社は、法令で定める場合を除き、個人データを第三者に提供
した場合には当該提供に関する事項について記録し、取得する
場合には当該取得に関する事項について確認・記録します。

（3）	�当社は、ご本人の同意に基づき、再保険の引受保険会社等に個
人データの提供を行うことがあります。

4.個人関連情報の取扱い
（1）	�当社は、法令で定める場合を除き、第三者が個人関連情報を個

人データとして取得することが想定される時は、当該第三者に
おいて当該個人関連情報のご本人から、当該情報を取得するこ
とにつき同意が得られていることを確認した上で、当該情報を
提供します。

（2）	�当社は、法令で定める場合を除き、当社が個人関連情報を個人
データとして取得することが想定される時は、当該個人関連情
報のご本人から、当該情報を取得することにつき同意を得るも
のとします。

5.個人データの取扱いの委託
（1）	�当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データ

の取扱いを外部（海外にあるものを含む）に委託することがあ
ります。

（2）	�当社は、個人データの取扱いを海外にある外部に委託するにあ
たって、安全管理措置を講じるとともに、個人情報保護法で求め
られる、委託先における個人データの安全管理措置に相当する
措置を義務付けた委託契約を委託先との間で締結しています。
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6.個人データの共同利用
当社およびグループ各社は、その取り扱う商品・サービスの案
内、提供ならびに新たな商品・サービスの企画、開発、調査、分
析、ならびにグループ会社の経営管理のため、グループ内でお
客さまの個人データを共同利用することがあります。

7.信用情報の取扱い
当社は、信用情報に関する機関から提供を受けた個人の借入金
返済能力に関する情報を、ご本人の返済能力の調査以外の目的
のために利用しません。

8.センシティブ情報の取扱い
当社は、個人情報保護法第2条第3項に定める要配慮個人情報
ならびに労働組合への加盟、門地、本籍地、保健医療および性生
活に関する個人情報を、次に掲げる場合を除くほか、取得、利用
または第三者提供を行いません。
○�本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で取得、利用また

は第三者提供する場合
○法令等に基づく場合　　など

9.特定個人情報等の取扱い
番号法で定められている個人番号および特定個人情報は、同法
で限定的に明記された目的以外のために取得および利用しま
せん。また、第三者提供や共同利用も行いません。

10.開示、訂正等、利用停止等のご請求
保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正等、利用停止等
に関するご請求については、下記お問い合わせ窓口までご連絡
ください。ご請求者がご本人であることを確認させていただく
とともに、当社所定の書式にご記入いただいた上で手続を行
い、後日、ご本人の意向を確認した上で書面、CD-ROM等の外
部記憶媒体の郵送または電子メールの送信等の方法で回答い
たします。

11.個人データの安全管理措置の概要
当社は、取り扱う個人データの漏えい、滅失または毀損の防止、
その他個人データの安全管理のため、取扱規程等の整備および
安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分なセキュリティ対
策を講じます。

12.仮名加工情報の取扱い
（1）	�仮名加工情報の作成
	� 当社は、仮名加工情報を作成する場合には、以下の対応を

行います。
	 ①�法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
	 ②�法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法

に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置
を講じること　　など

（2）	�仮名加工情報の利用目的
	� 当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変

更後の利用目的をできる限り特定し、それが仮名加工情報
に係るものであることを明確にした上で、公表します。

（3）	�仮名加工情報の共同利用
	� 当社は、商品・サービス等の企画・研究・開発・調査・分析・

販売促進のため、グループ内（注）で仮名加工情報を共同利
用します。

（注）	�共同して利用する者の範囲
	 MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社
	 三井住友海上火災保険株式会社
	 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
	 三井ダイレクト損害保険株式会社
	 三井住友海上あいおい生命保険株式会社
	 三井住友海上プライマリー生命保険株式会社
	 MS&ADインターリスク総研株式会社

13.匿名加工情報の取扱い
（1）	�匿名加工情報の作成
	� 当社は、匿名加工情報を作成する場合には、以下の対応を

行います。
	 ①�法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
	 ②�法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法

に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置
を講じること　　など

（2）	�匿名加工情報の提供
	� 当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供

しようとする匿名加工情報に含まれる個人に関する情報
の項目と提供の方法を公表するとともに、提供先となる第
三者に対して、提供する情報が匿名加工情報であることを
明示します。

14.お問い合わせ窓口
当社における個人情報の取扱いや、保有個人データに関するご
照会、開示、訂正等、利用停止等のご請求、安全管理措置に関す
るご質問は、下記までご連絡ください。

【お問い合わせ先】
三井住友海上火災保険株式会社　お客さまデスク
	 0120-560-611（無料）
	 電話受付時間	� 9:00〜18:00（平　日） 

9:00〜17:00（土日祝）
	 ※�電話受付時間は変更となる場合があるため、

オフィシャルWebサイトでご確認ください。
	 ※年末・年始は休業させていただきます。

1.�MS&ADインシュアランス グループは、市民社会の秩
序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然と
した姿勢で臨み、不当・不正な要求を断固拒絶するとと
もに、反社会的勢力との関係を遮断することに努め、公
共の信頼を維持し、適切かつ健全な業務の遂行を確保
します。

2.�反社会的勢力による不当要求等に備えて組織体制を整
備するとともに、警察・暴力追放運動推進センター・弁
護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築しま
す。

3.�反社会的勢力による不当要求等がなされた場合には、
役職員の安全を最優先に確保するとともに、担当者や
担当部署に任せることなく組織的な対応を行います。

3.�また、いかなる形態であっても反社会的勢力に対する
資金提供や事実を隠蔽するための取引は行わず、民事
と刑事両面からの法的対応を行います。

MS&ADインシュアランス グループ 
反社会的勢力に対する基本方針

「MS&ADインシュアランス グループ 反社会的勢力に対
する基本方針」を当社における基本方針と定めています。
この基本方針に則り、反社会的勢力との関係を遮断すること
に努め、公共の信頼を維持し、適切かつ健全な業務を遂行して
います。

反社会的勢力に対する基本方針

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある取引を管理し、適切に業務を行うため、「MS&AD
インシュアランス グループ 利益相反管理に関する基本方針」を踏まえて、「利益相反管理方針」を定め、当社オフィシャル
Webサイト上（https://www.ms-ins.com）で公表しています。
金融機関が提供するサービスの多様化や組織におけるグループ化の進展に伴い、金融機関または金融グループにおいて対
立・競合する複数の利益が発生し、利益相反が生じる可能性が高まっています。
当社は、このような背景も踏まえ「利益相反管理方針」に基づき、利益相反管理規程の制定や利益相反管理統括部署の設置な
ど、社内体制を整備し、適切な対応を進めています。

利益相反管理方針
当社は、以下の方針に基づき、当社またはMS&ADインシュアランス グループの金融機関（以下「当社等」といいます。）が行う取引
に伴い、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある取引を管理し、適切に業務を行うものとしま
す。

1.対象取引およびその類型
（1）対象取引

本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」（以下
「対象取引」といいます。）とは、当社等が行う取引に伴い、
お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引をい
います。

（2）対象取引の類型
当社は、対象取引について以下のような類型化を行い管理
します。
①�お客さまの利益と当社等の利益が相反するおそれのあ

る取引
②�お客さまの利益と当社等の他のお客さまの利益が相反

するおそれのある取引

2.対象取引の管理方法
当社は、以下に掲げる方法その他の方法による措置を選択し、
または組み合わせることにより、適切に対象取引を管理しま
す。

（1）�対象取引を行う部門と当該取引に係るお客さまとの他の
取引を行う部門を分離する方法

（2）�対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれ
のあることについて、お客さまに適切に開示する方法

（3）�対象取引または当該取引に係るお客さまとの他の取引の
条件または方法を変更する方法

（4）�対象取引または当該取引に係るお客さまとの他の取引を
中止する方法

3.利益相反管理体制
当社は、利益相反管理の遂行のため、利益相反管理統括部署を
設置し、利益相反に関する情報の収集を行うことにより対象
取引を一元的に管理します。
また、これらの管理を適切に行うため、役員および社員を対象
に必要な教育・研修等を行い、お客さまの利益が不当に害され
ることのないように努めます。

4.利益相反管理の対象となる会社の範囲（※）

本方針において、利益相反管理の対象となる会社は、当社およ
びMS&ADインシュアランス グループの以下の金融機関で
す。

（1）当社の親金融機関等（注）

MS&ADインシュアランス グループのグループ会社のう
ち、保険業その他の金融業を行う者をいいます。ただし、当
社および当社の子金融機関等に該当する者を除きます。

（2）当社の子金融機関等（注）

当社の子会社または関連会社のうち、保険業その他の金融
業を行う者をいいます。

（注）�親金融機関等および子金融機関等については、保険業法第100条の2
の2第2項および第3項ならびに金融商品取引法第36条第4項および
第5項をご参照願います。

（※）�当社以外に該当する主な会社は次のとおりです。 
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
三井ダイレクト損害保険株式会社 
三井住友海上あいおい生命保険株式会社

　　�三井住友海上プライマリー生命保険株式会社

持
続
可
能
な
社
会
に
向
け
た
活
動

業
績
デ
ー
タ

会
社
概
要

M
S
&
A
D
イ
ン
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス 

グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て

商
品・サ
ー
ビ
ス
体
制
に
つ
い
て

三
井
住
友
海
上
の
経
営
に
つ
い
て

利益相反管理に関する方針



65

三井住友海上　ディスクロージャー・ポリシー
三井住友海上火災保険株式会社は、MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針に則り、当社の重要情報
を正確、迅速かつ公平に伝えることを目的とし、以下のとおり情報開示を行っていきます。

1.情報開示の基本姿勢
当社は、お客さまをはじめとする皆さまが、当社の実態を認識・
判断できるように情報開示を行っていきます。

2.情報開示の基準
当社は、お客さまの契約判断等に資する有用情報として以下の
項目について開示していきます。

【情報開示に関する主な項目】
経営関連、商品・サービス、資産運用、資産・負債関連、リスク管
理関連、業績関連、再保険、海外事業、システム、社会貢献、環境
取組み、グループ会社関連

3.情報開示の方法
当社からの情報開示は、ディスクロージャー誌、ニュースリリー
ス、インターネットホームページなどを通じ、お客さまをはじめ
とする皆さまに情報が伝達されるよう配慮を行っていきます。

オフィシャルWebサイト
https://www.ms-ins.com
当社オフィシャルWebサイトでは、会社情報、
商品・サービス、各種手続方法などのさまざま
な情報を掲載しています。

「訪れた方が、迷わずに必要な情報にたどり着ける」を
コンセプトに、利便性の高いサイトを目指し、日々の改善
に努めています。

パソコン・タブレット版

公式SNSアカウント
各種SNSを活用し、当社の取組みや防災・減災への取組み・
情報等を発信しています。
公式Facebook
https://www.facebook.com/
mitsuisumitomo.ins

公式X（旧Twitter）
https://x.com/msins_pr/

公式Instagram
https://instagram.com/msins_pr/

公式YouTubeチャンネル
https://youtube.com/c/msinsurance

当社は、「MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針」に則り、社会的関心や開示ニーズの高い情報、
当社の企業姿勢の理解に資する情報を選定し、情報開示を行っています。

Mitsui Sumitomo Insurance | Disclosure 2024 |
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各種コンテンツ
日常に潜むリスクや対応する備えを研究しお届けする「ソ
ナエル・ラボ」や、安心して楽しいカーライフを送るための
情報コンテンツ「くるまも」等、オフィシャルWebサイトや
公式SNSアカウントを通じて、さまざまなお役立ち情報を
提供しています。

ソナエル・ラボ
https://www.ms-ins.com/labo/

くるまも
https://www.ms-ins.com/kurumamo/

ディスクロージャー誌
ステークホルダーの皆さまに当社の経営方針をはじめ、事
業概況や財務状況等について、幅広くご理解いただくため
に、毎年ディスクロージャー誌「三井住友海上の現状」を作
成しています。本誌では、高齢者にも読みやすく判別しやす
い「ユニバーサルデザインフォント」を採用しています。

サステナビリティレポート
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr.html
MS&ADインシュアランス グループでは、サステナビリ
ティへの考え方やSDGs達成に向けた取組みなどを報告
する「サステナビリティレポート」を作成し、オフィシャル
Webサイトに掲載しています。
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